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概要

本研究は、住宅を含む建築物において、太陽光、地中熱等の再生可能エネ

ルギーの導入を図ることを目的として、再生可能エネルギーの事例調査、地

中熱利用の実証実験を行い、再生可能エネルギーの 次エネルギー評価技術1

の開発に取り組んだものである。

ｷｰﾜｰﾄﾞ ： 再生可能エネルギー 太陽光 地中熱

Synopsis

This research aims to disseminate buildings and houses using renewable energy

such as solar powers and geothermal heats. An anecdotal survey on renewable

energy, a demonstration experiment on geothermal heat pomp system were carried

out to develop an estimation method of solar power systems and geothermal heat

systems in primary energy consumption.
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第１章 はじめに 

 

1.1 研究の背景 

政府は、2020 年度までの温暖化ガス排出量を 05 年度比で 3.8％削減する目標を提示し、

世界最高水準の省エネを更に進める必要性を指摘するとともに、エネルギーミックスの検

討の進展を踏まえて、確定的な目標を今後設定するとしている 1)。 

「低炭素社会に向けた住まいと住まい方推進会議」は、2030 年までに新築建築物の平

均で ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビ

ルディング）を実現することを目標に掲げ、建築物において、再生可能エネルギーの導入

によるエネルギーの有効利用の促進を提唱している 2)。 

「再生可能エネルギーの固定価格買取制度（2012 年 7 月 1 日開始）」は、再生可能エネ

ルギーで発電された電力をその地域の電力会社が一定の価格で買い取ることを義務づけた

ものであり、制度導入により太陽光発電等の設備容量の増加傾向が近年見られる 3)。 

このような経緯を踏まえると、建築物における再生可能エネルギーの利活用は、我が国

の省エネルギー施策において重要な視点であり、エネルギーの有効利用の面から技術情報

の整備や導入効果の定量化が求められていると言える。 

 

1.2 本研究の目的 

本研究は、住宅を含む建築物において、太陽光、地中熱等の再生可能エネルギーの導入

による省エネルギー効果の評価技術を開発することを目的とする。 

本研究で取り扱う再生可能エネルギーについて以下に補足する。 

再生可能エネルギーについて、国際再生可能エネルギー機関（International Renewable 

Energy Agency）は、「再生することが可能な資源から持続可能な方法で生産されるあらゆ

る形態のエネルギー」と定義している 4)。表１．１に各種再生可能エネルギーを一覧する。

再生可能エネルギーの利用形態には、電気と熱があり、それぞれ、再生可能エネルギー電

気 5)、再生可能エネルギー熱 6)と呼ばれることがある。 

 このうち、太陽光発電は、再生可能エネルギーの代表格とも言えるものであり、導入実

績も相当見られることから、省エネルギー効果の評価技術として優先的に整備する必要が

ある。研究開発の進展状況や関連 JIS の整備状況も踏まえ、本研究では太陽光発電に関連

する手法を取りまとめた。 

再生可能エネルギーの熱利用に関しては、近年導入が進みつつある、地中熱利用を中心

に取り扱うこととする。地中熱利用の研究事例は過去いくつか見られるが、省エネルギー

効果の評価技術として十分な検証がなされているとは言い難い。また、地盤から蓄採熱を

行う際に、地盤の熱容量の関係で外気温度とは異なる熱源特性が予見され、地下水の流動
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など複雑な伝熱機構を扱う必要がある。以上を踏まえ、本研究では実証データの取得や評

価モデルの開発も含めて検討を実施した。 

 

表１．１ 各種再生可能エネルギー 

 

1.3 本研究の構成 

 本研究の構成を図１．１に示す。第１章は、再生可能エネルギーに着目した建築物への

新技術導入に関する研究の背景、目的などを述べた。第２章では、再生可能エネルギーの

利活用事例や太陽光発電の規格について文献調査を行うとともに、太陽光、地中熱のコス

ト面の分析も行った。第３章においては、実際に 50m のボアホールを掘削し、サーマルレ

スポンス試験を行い、地中熱ヒートポンプを駆動させて、電力消費量や地中温度などのデ

ータ取得の結果を述べた。第４章は再生可能エネルギーとして、太陽光、地中熱を取りあ

げ、これらの評価技術を作成するとともに、標準的なオフィスに適用した場合の､エネルギ

ー消費量削減効果を調べた。第５章は総括であり、本研究で得られた知見と今後の課題を

述べた。 

 

 種別 
再 生 可 能 エ

ネルギーa 
再生可能エネル

ギー電気 b 
再生可能エネ

ルギー熱 c 
 

エ 
ネ 
ル 
ギ 
｜ 
源 

バイオマス バイオマス バイオマス熱 
地熱 地熱 地中熱 
水力  河川熱 
海洋  海水熱 

太陽光 太陽光 太陽熱 
風力 風力  

  雪氷熱 
  下水熱 
  温泉熱 

 a 国際再生可能エネルギー機関憲章
b 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法
c エネルギー基本計画
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第１章 はじめに

第２章 再生可能エネルギーに関する事例等調査

第３章 地中熱利用の実証実験

第４章 再生可能エネルギーの評価技術

背景 目的 構成

再生可能エネルギーの
利活用事例

太陽光発電の効率・性
能の表示に関する調査

地盤のサーマルレス
ポンス試験

太陽光発電設備地中熱利用設備

体制

コストの検討

地中熱利用の実証実
験

再生可能エネルギーの技術導入によるエネ
ルギー消費量の評価事例

第５章 総括
 

図１．１ 再生可能エネルギーに着目した建築物への新技術導入に関する研究の構成 

 

1.4 本研究の体制 

 本研究は国総研建築研究部が中心となって、図１．２に示す機関とともに実施したもの

である。省エネルギー基準に関しては本省住宅局、公共建築物のガイドライン等の技術情

報に関しては官庁営繕部、実証実験に関しては国立研究開発法人建築研究所と連携し、外

部有識者や特定非営利活動法人地中熱利用促進協会にも参考意見をいただきながら作業を

進めた。また、本課題は国総研のプロジェクト研究として、国総研外部評価委員会におい

て事前評価（国土技術政策総合研究所研究評価委員会平成 22 年度分科会報告書、平成 23

年 3 月、http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0634.htm）、事後評価（国土技術

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0634.htm
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政策総合研究所研究評価委員会平成 26 年度分科会報告書、平成 27 年 9 月、

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0850.htm）がそれぞれ実施された。 

 

建築研究所

（実証実験の共同実施）

国総研

建築研究部
（環境・設備基準研究室）

本省住宅局
（省エネ基準）

学識経験者、協会等

（研究技術開発への助言）

共同研究

意見交換

技術情報の共有

官庁営繕部

（公共建築物のガイドライン）

技術情報の共有

 

図１．２ 研究体制 
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第２章 再生可能エネルギーに関する事例等調査 

 

2.1 目的 

再生可能エネルギーに着目した建築物への新技術導入に関する研究を実施するに当た

り、第２章では、再生可能エネルギーに関連する事例調査を行うこととする。本章で実施

した検討内容について以下に概要を示す。 

 

（１） 再生可能エネルギーの利活用事例 

 国内外で再生可能エネルギーが先進的に導入されている事例を収集し、概要、特徴等を

整理した。 

（２） 太陽光発電の効率・性能の表示に関する調査 

 太陽光発電の性能、効率の表示に関する調査を行うとともに、太陽電池の性能評価方法

の高度化に関する取り組み事例を整理した。 

（３） コストの検討 

 太陽光、地中熱等の再生可能エネルギーの利活用においては初期コストが発生し、設備

導入時の障壁となる可能性があるため、初期・運用時のコストについてデータを整理した。 

 

2.2 再生可能エネルギーの利活用事例 

 国内外で再生可能エネルギーの利活用に関する事例について、文献調査により表２．１

に示す 19 件の施設を抽出した。再生可能エネルギーの用途としては表１．１で示した熱、

電気を考える。各施設に関する要件（①導入目的・経緯、②導入主体と対象建築物、③エ

ネルギー種別、④再生可能エネルギーシステムの概要）を以下に述べる。 

 

（１）ゼロエミッションハウス（北海道留寿都村）7) 

①導入目的・経緯 

北海道のゼロエミッションは、我が国の優れたエネルギー・環境技術を発信するため、

北海道洞爺湖サミットにおいて、国際メディアセンター（IMC）に隣接する形で、太陽光

発電、燃料電池、有機 EL 照明等の先端技術を備えた住宅として建設が行われた。サミッ

トは、2008 年 7 月７～9 日の間、北海道洞爺湖町において開催されたが、サミット会場

となるザ・ウィンザーホテルから約 27ｋｍのルスツリゾート内に「国際メディアセンター」

（約 11,000 ㎡）が建設された。ゼロエミッションハウスは、このセンターの屋外駐車場

に、環境技術を展示する政府主催の「環境ショーケース」の一貫として、新エネルギー・

産業技術総合開発機構、産業技術総合研究所によって建設された。単に太陽光発電システ

ム、風力発電機といった再生可能エネルギー機器を入れただけでなく、ヒートポンプ給湯 
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表２．１ 再生可能エネルギーの利活用施設 

 

機、燃料電池システム、環境配慮建材等の最新技術を備え、耐震性・断熱性など日本の工

業化住宅の優れた技術を駆使した近未来型住宅となっている。 

住宅本体は、積水ハウスが提供したが、様々なメーカーが最先端の機器を提供した。な

お、サミット終了後は、茨城県古河市の積水ハウスの施設「ゼロエミッションセンター」

に移築され、「茨城県次世代エネルギーパーク」の一つとして、公開されている。 

②導入主体と対象建築物 

・住所：北海道虻田郡留寿都村字泉川 13 番地（ルスツリゾート内） 

・施設面積：約 280 ㎡（住居側：約 200 ㎡、足湯コーナー側：約 80 ㎡） 

・構造：鉄骨造、積水ハウスによる工業化住宅 

・主催：経済産業省 

・共催：新エネルギー・産業技術総合開発機構、産業技術総合研究所、新エネルギー財団 

・協賛企業・団体：（有）アイバン、アキレス（株）、（株）ＩＮＡＸ、（株）ＥＮＥＯＳセ

ルテック、（株）荏原製作所、ＭＲＣ・ホームプロダクツ（株）、カゴメ（株）、キヤノン（株）、

九州電力（株）、グリーンライフ２１・プロジェクト、サッポロビール（株）、サンウェー

ブ工業（株）、三洋電機（株）、シャープ（株）、（財）新エネルギー財団、新東（株）、新日

本石油（株）、積水ハウス（株）、積水化学工業（株）、（株）セブン＆アイ・ホールディン

グス、ゼファー（株）、ソニー（株）、太平洋セメント（株）、（株）知能システム、東京ガ

ス（株）、東芝キヤリア（株）、トヨタ自動車（株）、日本電気（株）、日本板硝子（株）、日

本自然エネルギー（株）、日本テレコミュニケーションシステム（株）、日立アプライアン

ス（株）、（株）日立製作所、富士通（株）、北海道ガス（株）、本田技研工業（株）、松下電
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器産業（株）、松下電工（株）、（株）マテリアルハウス、三菱重工業（株）、三菱電機（株）、

（財）山形県産業技術振興機構有機エレクトロニクス研究所 

③エネルギー種別 

本住宅に導入された再生可能エネルギーは、太陽光発電市システムと小型風力発電であ

るが、それ以外にもエネルギー・環境対策に関連した以下の機器等が設置・展示された。 

・ポータブルリチウム電源装置 

・有機ＥＬ照明 

・高効率ヒートポンプ給湯機 

・家庭用燃料電池システム 

・環境配慮建材（エコセメント、調湿建材、間伐材・廃棄木材利用木質材料） 

・ハイブリッド断熱ボード 

・光ダクトシステム 

・軽量鉄骨造の工業化住宅（制震構造・防汚塗装外壁採用） 

・燃料電池システム実機運転による足湯コーナー 

・家電製品（液晶パネル TV 等） 

・計画換気システム 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

・太陽光発電システム（提供：積水ハウス（株））：建材一体型瓦型太陽光発電システム、

14.5kW、シャープ製発電パネル 

・小型風力発電機（提供：ゼファー(株)）：ゼファー社製エアドルフィン、定格出力 1kW

（風速 12.5m/s） 

なお、本施設は、サミット期間中の短期間に展示されたもので、実際の居住者はなく、発

電実績や省エネルギー効果については公表されていない。 

 

（２）実用ローエネルギー型住宅（北海道長沼町）8) 

①導入目的・経緯 

欧州北部で普及している地中熱ヒートポンプは、わが国でも普及しつつある。特に灯油

の消費量が多い北海道などの寒冷地では、2008 年の灯油価格高騰の影響もあり、住宅、

事務所ビル、商業施設などで冷暖房や融雪用途に幅広く導入されるようになった。これら

のシステムを販売・施工する企業も増加しているが、(株)日伸テクノは、北海道で 118 カ

所（2009 年 10 月時点）の納入実績がある。同社が施工した北海道長沼町の個人住宅に

は、地中熱ヒートポンプと太陽光発電が両方導入されており、高い省エネルギー性能を実

現したことから、空気調和・衛生工学会の第 5 回振興賞住宅環境設備賞を受賞している。 

②導入主体と対象建築物 
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・導入主体：個人 

・住所：北海道長沼町 

・建築物概要 延床面積：200 ㎡、床暖房面積：154 ㎡、屋根厚さ：216mm、壁厚さ：

186mm、床スラブ厚さ：250mm、Q 値：0.96W/(m2・K)、C 値：0.42cm2/m2、窓面積：

83m2（南面 63%）、窓タイプ：Low-E Triple with Argon gas（K 値：1.3W/(m2・K)）、完

成：2005 年 11 月 

③エネルギー種別 

本住宅に導入された再生可能エネルギーは、地中熱ヒートポンプと太陽光発電が導入さ

れている。それ以外の特徴としては、高断熱・高気密住宅であり、エコキュートや熱回収

型熱交換機などが導入されたオール電化住宅である。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

このローエネルギー型住宅は、暖房設備として地中熱ヒートポンプシステムを採用して

いる。深さ 100ｍのボアホールに、シングルＵ字型のチューブを挿入し、不凍液を循環さ

せることにより採熱を行っている。住宅全体には、床暖房がなされ（敷設率 73％）、ふく

射熱により住宅全体をムラなく暖め、ヒートショックなど身体にかかる熱的ストレスのリ

スク低減に役立つ。足元から温めるので、上下温度の差が小さく、自然な暖かさが快適性

を高める。音的に静かな暖房方式であるとともに、暖房送水温度は低めの 30℃設定が可能

で COP は 3.7 と高い数値が得られている。 

南面の屋根には、鋼板横葺型屋根材一体型の太陽光発電装置（PV パネル）が設置され

ている。設置面積 60 ㎡で発電規模は、6.8kW である。住宅用の太陽光発電システムの平

均的な規模よりも大きい設備が導入されているが、当該地域は冬季に晴天が少ないため、

電力需要の大きい冬場の発電量が少ないという課題がある。 

本住宅では、地中熱ヒートポンプの研究を行っている北海道大学が協力し、省エネルギ

ー性能を評価している。本住宅では、年間の電力消費量約 9,400kWh に対し、太陽光発電

システムによる発電量は 4,500kWh となり、エネルギー自給率は 48.3％となったと報告

されている。また、一般的な住宅と比較すると 84％消費エネルギーを削減したとし、ラン

ニングコストも 75％削減できたとされている。ただし、日本の平均的な太陽光発電システ

ムの発電量は、1kW あたり 1,000kWh であるが、本住宅では、6.8kW の能力に対し、

4,500kWh にとどまっている。暖房需要の大きい冬場は、発電量が大きく落ち込むため、

自給率は悪化する結果となっている。 

 

（３）札幌市立大学桑園キャンパス基礎杭方式地中熱利用システム（北海道札幌市）9) 

①導入目的・経緯 

地中熱利用システムは、地中に専用の熱交換器を埋設する方法が取られるが、埋設コス
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トを軽減させるため、建築物の基礎杭を利用する方式がスイスなど欧州で広がりを見せて

いる。国内でも大学、自治体の研究機関、企業等による研究開発が実施されており、事例

も増加傾向にある。例えば、スカイツリー周辺の地域冷暖房では、この方式が国内の地域

冷暖房の熱源としては、初めて採用される予定となっている。 

札幌市立大学では、桑園キャンパスを増築するにあたって地中熱の利用を決定し、新日

鉄エンジニアリングが開発した鋼管基礎坑を利用する地中熱利用システムを採用した。建

築物は、平成 18 年（2006 年）4 月に竣工している。 

②導入主体と対象建築物 

・導入主体：札幌市 

・住所：北海道札幌市中央区北 11 条西 13 丁目 

・建築物概要 

増築された建築物は、延床面積が合計 4,862m2 の鉄筋コンクリート造地上 4 階建てで

あるが、地中熱利用は、そのうち約 2,800m2 を対象としている。 

③エネルギー種別 

本事業で採用されている再生可能エネルギーは、地中熱利用システムのみである。なお、

建築物については、夏季の冷房負荷などを低減させるために、外部サッシはダブルスキン

工法が採用されている。これは二重サッシを１階から最上階まで連続させて中の空気を循

環させることで、室内の温度管理を行うものとなっている。また、サッシにブラインドを

取り付けて日射量の調整も行っている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

地中熱利用システムは、平均 4.7ｍの長さの熱交換を行う鋼管杭を利用するものと、75 

ｍの深さのボアホールタイプの熱交換の双方を利用している。鋼管杭を利用するものは、

熱交換媒体としてダブル U チューブを組み込んでおり、51 本を利用し、合計 240m の延

長となっている。一方、ボアホール式は、3 本で、シングル U チューブが利用されてい

ることから、合計 225m の延長である。施設の暖房はガス焚真空式温水器がメインで利用

されており、地中熱ヒートポンプチラーの能力は 50kW で外調機負荷の 30％を賄う。 

本プロジェクトでは、基礎坑に水を充填することによって、140W/m の採放熱能力が得

られた。北海道大学の協力のもと、地中熱利用システムの評価が実施されているが、通常

のガス利用機器に対しては、CO2 で 30％の削減効果、コスト面では、灯油利用機器と比

較して約 4 割の削減効果が得られたと発表されている。ただし、鋼材が高騰しているため

PHC 杭に比較すると割高でかつ納期がかかるということや、杭頭部基礎工事が複雑にな

ることなどの課題があるとされている。 

 

（４）東北公益文科大学太陽光発電システム（山形県酒田市、鶴岡市）10) 
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①導入目的・経緯 

東北公益文科大学は「庄内に 4 年制大学を」という地域住民の要望から、2001 年に山

形県と庄内 14 市町村の出資により設立されている。開学前から緑化やビオトープなど自

然環境との調和を図りながら、資源やエネルギーを有効活用しようという構想があり、太

陽光発電を導入することとなった。280kW という設備規模は、東北地域で最大規模であ

る。 

②導入主体と対象建築物 

・導入主体：東北公益文科大学 

・場所：山形県酒田市、鶴岡市 

③エネルギー種別 

太陽光発電システムが導入されている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

太陽光発電の能力は、合計 280kW であるが、そのうち大半の 250kW が酒田キャンパ

スに設置されており、酒田キャンパスの電力消費量の約 20％を賄っている。なお、当該地

域は積雪寒冷地であり、雪対策として太陽光パネルを傾斜させ、さらに積雪センサーによ

る自動融雪システムを設置している。 

 

（５）フレンドリープラザ雪冷房システム（山形県川西町）11) 

①導入目的・経緯 

山形県川西町では、平成 17 年度に川西町地域新エネルギービジョンを策定し、新エネ

ルギー事業に取り組んでおり、その一環として、劇場と図書館が併設された複合文化施設

である町営施設、フレンドリープラザに雪冷房システムを導入した。 

②導入主体と対象建築物 

・住所：山形県東置賜郡川西町大字上小松 1037 番地 1 

・事業主体：川西町 

・建築物概要：S 造+RC 造、地下 4 階、延床面積 4,753m2、劇場ホール 717 席、蔵書

数約 4 万 7 千冊 

・工期：1992 年 9 月～1994 年 03 月 

③エネルギー種別 

冬場の雪を貯雪し、夏場に利用するシステムで、利用側の建築物とは別に貯雪用の建築

物（エコスノードーム２棟）、機械室１棟が建設された。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

貯雪は、専用のドーム２棟で行われており、夏場に融解した冷水によって熱交換を行っ

てフレンドリープラザ側の劇場ホール、図書館、遅筆堂文庫（井上ひさし寄贈）、ロビ 
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ー、楽屋、各通路の冷房に用いている。貯雪量は 2,568m3 で、充填率 75％、雪密度 0.5 ト

ン/m3 で 963 トンの雪氷を貯蔵できる設計となっている。計画されている冷房時間は、

延べ 334 時間である。 

 

（６）集中連系型太陽光発電システム（群馬県太田市）12) 

①導入目的・経緯 

今後の太陽光発電システムが普及する過程においては、太陽光発電システムが配電系統

に局所集中的に連系されること（集中連系）が予想され、この場合には、電圧上昇による

出力抑制や系統への影響などの顕在化により、普及拡大の制約となる可能性が考えられる。

そこで、NEDO では一カ所に集中的に太陽光発電システムを導入する実証研究を平成 14 

年度から平成 19 年度にかけて実施し、関連する技術開発を行った。 

実証研究には、太陽光発電の普及に積極的な群馬県太田市が協力し、同市の土地開発公

社が開発した Pal Town 城西の杜に入居した 553 軒の一般世帯に太陽光発電が導入され

た。本事業は、NEDO の研究開発事業（事業費 11.7 億円）として実施されたもので、各

家庭は研究に協力することを条件に、NEDO 予算にて太陽電池や蓄電池など関連のシス

テムを設置している（太陽電池の所有者は NEDO）。なお、Pal Town 城西の杜は、分譲

戸数 774 戸で、うち 553 戸が本研究開発事業に参加した。写真に示すように入居してい

る建築物は様々で、屋根形状も異なることから、様々なタイプの太陽電池が導入された。

実証研究は、関電工が窓口となって受託し、電力テクノシステムズ、明電舎、新神戸電機、

松下エコシステムズ、東京農工大学、太田市、日本大学、オムロンが参加して実施された。 

②導入主体と対象建築物 

実証試験地区は、群馬県太田市の新興住宅団地「Pal Town 城西の杜」である。太田市

土地開発公社によって平成 12 年度から開発されているもので、面積は 40.9ha となって

いる。住宅はそれぞれ異なるが、一般的な戸建て住宅である。分譲戸数 774 戸のうち 553

戸が実証試験に参加した。当該地区が選ばれた理由としては、太田市が太陽光発電の普及

に積極的であるとともに、①地区内の配電線は配電系統の末端に位置しているため、電圧

上昇に伴う出力制御現象の発生が期待できること、②国内で最も落雷頻度が多い地域であ

り、停電時の保護装置の動作確認試験に適していることが挙げられている。住宅は、各世

帯が購入したものであるが、太陽電池とその関連の装置は NEDO 事業（事業費 11.7 億円）

によって実施されたものであり、NEDO の資産である。 

③エネルギー種別 

太陽光発電システムのみを対象とした事業である。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

太陽電池の設備能力は、平均 3.85kW で、全体では合計 2,129kW の大規模なものとな 
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っている。市販の太陽光発電用パワーコンディショナ（PCS）は、逆潮流により系統電圧

が管理値（101±6V、202±20V）を逸脱しないようにするため、出力を抑制する方法（出

力抑制機能）がとられているが、集中連系時には出力抑制が頻繁に生じ、システム効率の

低下が懸念される。そこで、この対策として、抑制分の出力を一時的に蓄電池に蓄え、夜 

間などの負荷に電力供給する「出力抑制回避装置」を開発し、各世帯に設置した。 

 いつ、どの家で発電し、どの家で蓄電するかは、「集中制御装置」で一括管理する方式が

採用された。発電量と電力使用量、バッテリーの充放電状況といったデータが各戸の装置

で計測され集中制御装置によって、運転が管理された。集中制御装置では、集めたデータ

を基に「ある家ではこの時間帯に蓄電し、ある家では消費する」というような設定を一括

して行い、地域全体での発電効率を最適化するようにコントロールされている。 

本事業のもう一つの技術開発課題は、「新型単独運転検出装置」の開発である。「単独運

転検出」とは、停電が起こったときに、太陽光発電を自動的、かつ確実に停止させる機能

のことで、系統の停電時に断線に触れてしまった人が感電するなどの二次災害を防ぐため

である。従来の住宅用太陽光発電システムも、連系している電力系統が停電になった場合

には、自ら発電を停止する装置が内蔵されているが、集中して連系する場合も確実に作動

するかという課題が残されていたため、本事業で新型の装置を開発し、問題なく運転でき

たことが報告されている。 

将来の集中的導入にどのような問題が発生するのか情報を得るため、本事業では、蓄電

池を組み込んだ制御方式が採用されているが、コストアップになるため、現在一般的に市

販されている太陽光発電システムには、蓄電池は組み込まれていない。 

 

（７）のざわ特別支援学校（栃木県宇都宮市）13) 

①導入目的・経緯 

栃木県立のざわ特別支援学校は、昭和 42 年に開校した宇都宮市にある肢体不自由者の

特別支援学校である。小学部、中学部、高等部、訪問教育と寄宿舎が設置されている。栃

木県教育委員会では、環境エネルギー教育の観点から学校施設への太陽光発電システムを

はかっており、本校では平成 15 年度に太陽光発電と太陽熱利用システムの導入を行った。 

②導入主体と対象建築物 

・住所：栃木県宇都宮市岩曽町 1177－2 

・導入主体：栃木県教育委員会 

・学校概要 総敷地面積：30,005m2、延床面積：15,455 m2、児童生徒数：144 名（平成

21 年 5 月時点）、職員数：160 名 

③エネルギー種別 

太陽光発電と太陽熱利用システムが導入されている。 



 - 13 - 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

太陽光発電は 3 種類の太陽光発電（多結晶：80kW、単結晶：120kW、採光型単結晶：

2kW）が導入されており、合計の発電能力は 202kW である。パワーコンディショナーや

余剰電力売電用メーターは、屋上に、発電状況を表示する表示装置を昇降口、事務室に設

置している。稼働実績は、過去 3 カ年の平均で、186,879kWh と報告されている。 

太陽熱利用システムは、同校の体育館に設置されている。本システムは給湯を行うもの

ではなく、パッシブソーラーシステムで、夏季は屋根に降り注ぐ太陽熱を屋外へ排出し、

冬季は太陽熱を床下部のコンクリートに蓄熱する方式がとられ、暖房に用いられている。 

導入にあたっては NEDO の補助金を使用しており、その費用は 2 億 4000 万円であっ

た。導入による電力削減効果は、年間 200 万円（自家消費分 170 万円、余剰電力売電分

30 万円）となっている。 

 

（８）次世代型環境学習施設吉田元気村（埼玉県秩父市）14) 

①導入目的・経緯 

秩父市は、市域の 87％が森林に覆われており、埼玉県全体の 40％を占める。しかしな

がら木材価格の低迷の影響などから手入れが行き届かず、森林は荒廃の危機に直面してい

る。こうした背景から、地域内の未利用資源の有効活用による森林の保全と、森林資源の

収集・輸送・加工からエネルギー生産を通じた循環型システムの構築を行って地域の活性

化を図るため、バイオマス発電事業に取り組むことになった。 

事業が行われている施設は、秩父市の旧吉田町地域にある公共施設で、体育館、コテー

ジ、多目的広場などからなるレクリエーション施設である。バイオマス発電の他にも体育

館の屋上に太陽光発電設備を導入しており、環境学習拠点にもなっている。 

②導入主体と対象建築物 

・住所：埼玉県秩父市上吉田 

吉田元気村は、秩父市の公共施設であり、体育館、コテージ、入浴施設等からなり、体

育館屋根に太陽光発電が設置されている。体育館の横に、バイオマスガス化発電所を建設

し、各施設に電気や温水を供給している。 

③エネルギー種別 

市内で発生する間伐材等をチップ化した原料を燃料とする 100kW のバイオマスガス化

発電設備が導入されているとともに、体育館の屋上には 30kW の太陽光発電が導入されて

いる。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

バイオマス発電について、秩父市では、平成 15 年度に市職員によって予備調査を行い、

平成 16 年度に NEDO の「バイオマス等未活用エネルギー実証試験事業調査」の採択を
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受け、バイオマス資源の調達から利用までの基本設計を行った。平成 17 年度には、具体

的なガス化・コージェネレーションシステムの調査を行い、平成 18 年度に林野庁の「強

い林業・木材産業づくり交付金」を受け、吉田元気村に発電施設の建設を行った。本発電

施設は、日本初の木質系バイオマスガス化・ガスエンジン・コージェネレーション設備の

実用機であり、間伐材をチップ化した原料を、ガス化炉にて合成ガス（主として一酸化炭

素と水素）に転換し、ガスエンジンを利用して発電を行うものである。得られた電力は元

気村で使用する他、一部を売電している。設備能力は、100kW であるが、現在 80kW で

運転が実施されており、60kW 分を所内で利用し、20kW 分を売電している。発電効率は

23％であるが、元気村には入浴施設があるために、排熱を利用して温水供給が行われてい

る。原料のチップは、市有林の間伐材を委託によってチップに加工したものを利用してお

り、一日あたりの消費量は、1.5 トンである。なお、本システムでは、バイオマスが全て

ガス化されるのではなく、発電後は、細かい炭が炉に残る仕組みになっている。吉田村で

は、この炭を土壌改良材として販売しているが、人気が出てきており、売り切れる状況に

なっている。 

太陽光発電は、体育館（クレー仕上げの無床）の屋根面に 30kW の規模の電池パネルが

取り付けられている。 

 その他の取り組みとして、吉田村では、廃食油から BDF（バイオディーゼル）の生産や、

炭による水質浄化実験など、幅広い環境教育の材料を提供している。 

バイオマス発電の導入効果としては、年間 90kL の燃料削減と 350 トンの CO2 排出削

減効果が見込まれている。バイオマス発電では、バイオマスを直接燃焼し、ボイラーによ

って発電するのが一般的であるが、設備の規模が大きくなり、公共施設において場所を確

保することが難しい。一方、本施設で導入されているバイオマスガス化発電は、直接燃焼

に比較すると設備規模は小さく、また発電効率が高い。ただし、投資額は相応の負担が必

要となっており、今後の技術改良や普及によるコストダウンが求められる。 

 

（９）劇団四季芸術センター本館（神奈川県横浜市）15) 

①導入目的・経緯 

劇団四季では、創立 54 年を迎えた 2006 年 7 月 14 日、新しい拠点として「四季芸術セ

ンター」をオープンさせている。これは、「半世紀余りの演劇活動で培った経験を生かして

優れた舞台の基礎をつくる環境をさらに充実させたい」ため、従来の四季芸術センターの

隣接地に新しい稽古場を建設したものである。完成した新稽古場（本館）は、床材質や音

響効果等に万全の配慮をした大中小 10 の稽古場、個人レッスンを積む 25 の研究室のほ

かに、トレーニングジム、マッサージルームなどを完備した施設となっている。おもな稽

古場はすべて南向きに配置され、大きなガラス窓からふんだんに自然光を採り入れること
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で照明の使用を減らすことができ、また大規模な太陽光発電システムを導入し、CO2 対策

も行う施設としている。 

②導入主体と対象建築物 

・住所：神奈川県横浜市青葉区あざみ野 1-24-7 

・敷地面積：17,404.34m2 

・延床面積：11,741.98 m2（ＰＨ階：146.02 m2、2 階 4,694.39 m2 、PH 階：1,420.05 m2、

1 階：6,784.35 m2、地階：117.22 m2） 

③エネルギー種別 

太陽光発電が大規模に導入されており、自然光を取り入れる工夫も行われている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

劇団四季に導入されている太陽光発電システムは、屋上に架台で設置する一般的な太陽

光発電システムで、発電能力は 275kW と、都市部では規模が大きな導入施設となってい

る。また、屋上以外にも玄関に設置されたエスカレーターの上部にも設置されている。発

電された電力は、センターの照明等の電力に消費されている。なお、太陽電池は京セラ製

多結晶タイプで、設置費用は 1 億 8,570 万円であった。 

 

（１０）緑翠亭景水（長野県大町市）16) 

①導入目的・経緯 

温泉旅館の緑翠亭景水がある大町温泉郷は、島槍ヶ岳や爺ヶ岳の雪解け水が流れる清流

鹿島川のほとりにあり、黒部ダムに通じるアルペンライン沿いにある温泉地である。地下

水利用ヒートポンプシステムが導入されている緑翠亭景水の七つの湯は、パイプ送湯の源

泉を加水、昇温をしている。一方、井戸水は水温が一定であり、ヒートポンプを用いるこ

とによって、冷暖房のランニングコストの低減を図ることができることから、吸収式冷温

水機から地下水利用のヒートポンプシステムに交換された。 

導入にあたっては、NEDO のエネルギー使用合理化事業者支援事業（３分の 1 補助、

補助額 4.8 千万円）を得ている。 

②導入主体と対象建築物 

・住所：長野県大町市大字平 2884-13 

・導入主体：株式会社景水 

③エネルギー種別 

地下水と冷房排熱を利用するヒートポンプシステムが採用されている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

ヒートポンプは水冷式で水温が年間を通じてほぼ一定した北アルプスの豊富な伏流水

を井戸から汲み上げ、熱利用後、地下へ還元している。また、安価な夜間電力で蓄熱給湯
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を行いランニングコストの低減を図っている。さらに、夏季は冷房運転と同時に給湯運転

を行うことによりエネルギーを捨てずに有効利用できるシステムとなっている。なお、温

泉は、無色透明弱アルカリ単純泉で、源泉 62.8℃をパイプ引き湯している。また、地下水

の揚水井戸は、径 80－100m 800ℓ／分である。 

本システムの導入は、ゼネラルヒートポンプ工業（名古屋市）によるものであるが、同

社の資料によると、本システム導入によってラニングコストが年間 2,500 万円下がり、

CO2 排出量が 749 トン削減されたと記載されている。 

 

（１１）学校法人中野学園オイスカ高等学校（静岡県浜松市）17) 

①導入目的・経緯 

オイスカ高等学校は、浜松市西区和地町にある私立高等学校で、設置者は学校法人中野

学園である。教育理念は、「自然の恩恵に感謝し、国際社会に貢献できる心豊かな日本人を

育成する｣こととなっており、1983 年設立時には暖房と給湯に太陽熱を利用するシステム

を導入、2006 年には NEDO の補助事業によって設備をリニューアルした。環境に関し

ては、同校にはエコスクール構想というものがあり、eco を ecology と economy の 2 面

で捉えている。ecology は、地球上に存在するすべての動植物が地球の恩恵を受けて生か

されていることを理解する。economy は、“節約”という言葉の意味通り、地球の恩恵で

ある限られた資源を有効に使う手段や、持続可能な資源利用の方法を修得し実践する、と

いうように考えられており、具体的に太陽熱利用と太陽光発電のシステムを導入している。 

②導入主体と対象建築物 

・住所：静岡県浜松市西区和地町 5835 

・導入主体：学校法人中野学園 

・対象建築物：太陽熱利用システム（男子寮）、太陽光発電システム（校舎） 

③エネルギー種別 

太陽熱利用システムと太陽光発電システムの双方を利用している。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

太陽熱利用システムは、真空管型集熱器 214m2、加圧温水器 （20.1～24.0kW）3 基か

らなり、寮施設の入浴施設の給湯、男子寮冬季給湯暖房に利用している。温水器併用によ

って、日量 25～30 トン／80℃を給湯し、冬季 30 室（71m2／室）の室温 20℃を維持して

いる。 

太陽光発電は、50kW のものが利用されている。これらの施設は、同校の環境教科の教

材としても活用されている。 

本事業は、NEDO による新エネルギー百選に選定されており、同校では風力発電やバ

イオマス利用についても検討していくとしている。 
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（１２）パナホーム・シティ西神南 I・II（兵庫県神戸市）18) 

①導入目的・経緯 

パナホームでは、太陽光発電を組み込んだ分譲住宅を全国で販売しているが、神戸市の

パナホーム・シティ西神南（第一期、第二期）では、合計 100 戸に太陽光発電を設置した

戸建住宅を販売した。100 戸の合計の設備容量は、299kW となっている。 

②導入主体と対象建築物 

・住所：兵庫県神戸市西区井吹台北町 4 

パナホームによる分譲住宅であり、太陽光発電は、住宅を購入した個人所有となっている。

住宅は、パナホーム製の標準的な分譲住宅であるが、各戸で仕様は異なる。 

③エネルギー種別 

太陽光発電を各戸が導入している。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

太陽光発電は、各戸に平均 3kW導入されており、合計では 300kW弱の発電能力がある。

パナホームでは、住宅への太陽光発電の導入について京セラ株式会社と提携しており、本

住宅地においても同社製の太陽電池モジュールとインバータが採用されている。PV セル

タイプは多結晶シリコンである。群馬県太田市で実施された集中導入の検証事業では、各

戸に蓄電池を設置して制御する方式が採用されていたが、本事業では通常の太陽光発電シ

ステムが採用されており、蓄電池は利用していない。 

 

（１３）サンポート高松地区熱供給センター19) 

①導入目的・経緯 

四国電力では、高松港のあるサンポート高松地区において、平成 13 年 4 月から地域熱

供給事業を実施している。本地域では高松港から取水した海水を未利用エネルギーとして

利用する、全国でも珍しい熱供給システムとなっている。熱供給開始時は、高松港旅客タ

ーミナルビル、全日空ホテルクレメント高松の 2 施設のみへの供給であったが、その後、

高松シンボルタワー、高松サンポート合同庁舎にも供給を開始し、当該地区 4 施設に供給

を行っている。 

②導入主体と対象建築物 

・熱供給事業者：四国電力株式会社 

・供給区域：サンポート高松地区 13.9ha 

・延べ床面積：162,873m2（高松港旅客ターミナルビル 8,390 m2、全日空ホテルクレメン

ト高松：33,110 m2、高松シンボルタワー91,073 m2、高松サンポート合同庁舎 30,300 m2） 

・熱供給開始時期：高松港旅客ターミナルビル（平成 13 年 4 月～）、全日空ホテルクレメ
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ント高松（平成 13 年 4 月～）、高松シンボルタワー（平成 16 年 4 月～）、高松サンポート

合同庁舎（平成 18 年 12 月～） 

③エネルギー種別 

海水熱利用システムについては、高松港の海水を取水し、その熱を利用する電気式ヒー

トポンプを利用する地域熱供給システムとなっている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

ヒートポンプ 3 台と冷凍機 2 台により、5℃の冷水と 49℃の温水をつくり、地域導管

を通して各施設に供給する熱供給システムである。冷房能力は、冷熱 51 ギガジュール毎

時（約 14,000kW）、暖房能力は温熱 21 ギガジュール毎時（約 6,000kW）である。工事

費（増設分を含んだ総事業費）は 42 億円である。 

愛知県の中部国際空港、大阪南港コスモスクエア地区、福岡市シーサイドももち地区で

も海水熱を利用した地域熱供給が実施されている。他に、河川や下水の熱を利用する地域

熱供給も実施されている。 

 

（１４）ゼロ・エミッションビル（福岡県北九州市）20) 

①導入目的・経緯 

新日鉄エンジニアリングは、新日鉄戸畑の自社の事業所において老朽化したビルを建て

替えるにあたり、NEDO より「次世代省エネルギー等建築システム実証事業」の助成を

受け、地中熱利用システム、太陽光発電、自然換気などの技術を取り込んだゼロ・エミッ

ションビルを建設・開設した（平成 22 年 12 月）。新日鉄エンジニアリングにおいて、戸

畑事業所はエンジニアリング事業の発祥の地でもあるため、同社は、これまでの蓄積技術

を同ビルへ積極的に展開するとともに、運用段階で実際に得られるデータについても今後

の技術開発に活用する意向を表明している。 

②対象建築物 

・場所：北九州市戸畑区中原 

・用途：事務所 

・規模：延床面積 約 10,500m2、地上 5 階建て 

③エネルギー種別 

本事務所ビルには、地中熱利用システムの他、太陽光発電が導入されており、自然光利

用、自然換気のシステムも取り込む省エネルギービルとなっている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

地中熱利用システムには、同社独自の低搬送動力の少水量対応ビルマルチシステムを用

いており、通常の高効率な空冷ビルマルチエアコンに比べて約 20%の省エネが可能とされ

ている。また、地中熱交換器は、80m の立孔 50 本にパイプを挿入して行うボアホール方
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式が採用されている。 

太陽光発電としては、屋上設置には一般的な太陽光パネルを設置し、トップライトの一

部、1 階玄関の大庇などには意匠性にも配慮されたシースルータイプを設置している。 

自然光利用としては、トップライトの屋外側に設置した太陽光を追尾する集光装置を設

け、太陽の位置に関わらず、吹き抜け 1 階まで自然光を取り入れている。さらに LED 照

明や昼光センサーによる調光調整、人感センサーなど省エネ対策も実施されている。また、

建築物の中央に「風道（吹抜け）」を設け、春秋の涼しい外気を風力で取入れ、室内で発生

するパソコン等の機器、人体等の熱を動力なしで除去する。室内外のセンサーにより自然

換気に最適な環境が整った場合のみ作動させることで、冷房エネルギーと換気動力を低減

する効果をねらう。 

再生可能エネルギーではないが、断熱性能が高いガラスを採用するとともに、BEMS

（Building & Energy Management System）による最適化運転も検討されている。 

 

（１５）Masdar City21) 

①導入目的・経緯 

マスダールとは、Abu Dhabi Future Energy Company の通称で、マスダール・シティ

は先端エネルギー技術を駆使してゼロエミッションのエコシティを目指すアラブ首長国連

邦（UAE）の計画都市である。計画を進める Abu Dhabi Future Energy Company は、

主としてアブダビ政府の資本によって運営されているムバダラ開発公社の子会社である。

英国の建設会社フォスター・アンド・パートナーズが都市設計を担当し、太陽エネルギー

やその他の再生可能エネルギーを利用して持続可能なゼロ・エミッション都市の実現を目

指している。都市はアブダビ市から東南東方面に約 17km、アブダビ国際空港の近くで建

設中である。マスダール・シティには国際再生可能エネルギー機関 (IRENA) の本部が置

かれている。 

②対象建築物 

面積は約 6.5km2 の土地に、都市内に各種再生可能エネルギーを集中的に導入し、これ

らのエネルギーでシティ内のエネルギー供給を行うことにより、人口およそ 45,000 から

50,000 人が居住可能なゼロエミッションの都市を目指している。マスダール・シティは

高度に計画された都市であり、研究および技術開発に特化しながらも居住地域を持つ都市

としては世界の最新例の 1 つとなる。過去の数少ない類似例には、ロシアのノヴォシビル

スク市、日本の筑波研究学園都市（つくば市）などがある。マスダール・シティは自動車

の進入を禁止した上で都市周囲に壁を設け、それによって高温の砂漠風が市内に吹き込む

ことを防ぎ、幅の狭い道を張り巡らせて冷たい風が街中に行き届くようにしている。 

世界経済の停滞の影響もありマスダール・シティ計画は大幅に停滞した。当初の完成予
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定であった 2016 年現在、計画の進捗度は 5%未満である。 

③エネルギー種別 

太陽光発電、太陽熱発電、風力発電、水素発電、地熱発電、太陽熱冷房など様々な再生

可能エネルギーを導入する予定とされている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

当初の計画では、ドイツの Congergy が建設する 40～60MW 級の太陽光発電所が含ま

れており、他の建設現場に必要な電力がここから供給される予定とされていた。また、シ

ティ全体では、太陽光発電の導入規模は、130MW とされていた。その他風力発電、地熱

発電なども検討されているが、具体的な導入規模は確定していないと見られる。再生可能

エネルギーで 100％供給する目標は変更しておらず、その約 8 割は、太陽エネルギーで供

給する予定となっている。 

なお、事業には、GE、Siemens、BP、Shell、三菱商事、三井物産等の大手企業が参加

する予定である。 

 

（１６）ドイツ Bonner Bogen の地中熱・地下水熱利用システム 22) 

①導入目的・経緯 

ドイツでは地中熱利用ヒートポンプが普及しており、空気熱源ヒートポンプと同様の出

荷台数が見られ、小規模なものばかりでなく、高層ビルでの利用や大規模な利用も進んで

いる。ここで紹介する Bonner Bogen の地中熱利用システムは、欧州最大規模とされ、第

一期工事では、2004 年に 4 つの坑井が設けられ、第二期の工事では、2009 年に 6 つの

坑井を設け、地中、地下水の熱を利用することによって、ホテル、キャンパス、事務所等

の施設郡に熱供給を行っている。Bonner Bogen は、ボン近郊のライン川に面したエリア

で、かつてはセメント工場が立地していたが、近年の再開発の進行に伴い、BonnVisio （先

見性、将来性などを意味する）と呼ばれる街となった。 

②対象建築物 

建築物の個々の詳細データは得られなかったが、BonnVisio には、10 の建築物が建設

されており、合計の延床面積は 10 万 m2 を超える。 

③エネルギー種別 

地下水の熱を利用するシステムとなっている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

地下水熱利用として、温熱で 919kW、冷熱で 625kW の能力を持つヒートポンプを第二

期工事で設置しており、これらをコントロールするエネルギーセンターが、エリア中心部

のホテル内に存在する。夏場の冷房には、地下水の熱で 100％供給することができるが、

冬季の需要期には、地下水の熱では不足することからガスボイラーが補助熱源として利用
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されている。しかし、熱需要の 60～80%を賄うことができるという。本システムを導入し

たことによって、一般的なシステムに比較して年間 1,700MWh の一次エネルギーの削減

効果、400 トンの CO2 削減効果があると発表されている。 

 

（１７）Sol 300（デンマーク）23) 

①導入目的・経緯 

Sol 300 は、デンマークで既設住宅 300 軒に太陽光発電システムを導入したプロジェク

トで、98 年から 2001 年にかけてユトランド半島とフユン島の８つのコミュニティで実

施された。総発電能力は 750kW であり、欧州では当時最大規模の太陽光発電導入プロジ

ェクトとなった。本事業では、新規の開発地区ではなく、既設の住宅に太陽電池を設置す

ることによって、住宅への太陽電池設置ノウハウの取得や大量導入によるコストダウン、

品質向上、電力ビジネスの太陽光発電分野への展開を目指すことが目的とされた。 

②対象建築物 

デンマークのユトランド半島とフユン島にある 8 地区（Fanø、Toftlund、Brædstrup、

Knudby-Borup、Norup、Vestbjerg、Korup、Gudme）に、合計 300 軒の既存住宅に太

陽電池が設置された。住宅のタイプは、テラスハウスタイプ、コテージ、60 年以前に建

設された住宅、80 年以降に建設された比較的新しい住宅、農村エリアの住居など、様々

である。 

③エネルギー種別 

事業としては太陽光発電のみの導入されている。デンマークは国土に幅広く風力発電が

導入されているが、当該エリアに風車やその他の再生可能エネルギーが導入されているか

は不明である。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

太陽光発電の概要を以下に示す。 

・総 PV 出力：750 kW 

・PV 搭載建築物の戸数：300 戸 

・1 戸あたり PV 出力: 0.9～6kW/戸 

・発電実績 850kWh/kW 

・PV セルタイプ：単結晶、多結晶シリコン 

・PV モジュールメーカー：BP Solar、IBC Solar、Shell Solar 

・インバータメーカー：SMA 

・投資額（事業としての経費） 10,000 DKK/kW（約 15.5 万円/kW） 

本事業は実証事業であったが、本事業を通じて太陽光発電に対する理解につながり、事

業終了後に設置する家庭も出現した。 
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（１８）Stad van de Zon（オランダ）24) 

①導入目的・経緯 

Stad van de Zon は、日本語にすると太陽の街で、オランダ・アムステルダム北部のヘ

ールフゴヴァールト（Heerhugowaard）にゼロ・エミッションの街として太陽光発電が集

中的に導入された。本事業では、合計 3.75MW の太陽光発電が導入されるとともに、

2.3MW の風車 3 基や周辺には 100 ヘクタールの森林も整備する事業となっている。事業

は、“HAL-Lokaties”開発エリアの一部で、Stad van de Zon 以外に、隣接して Alkmaar 、

Langedijk と呼ばれる太陽光発電を導入する住宅開発が行われ、これら 3 つの街を合計す

ると、5MW の発電規模に達する。 

住居エリアは、2002 年から建設が開始されており、2008/09 年に完成している。しか

し、プロジェクトの途中でリーマンショックの影響があり、資金面の問題から、結果とし

て最終的な導入規模は、2.45MW に引き下げられた。それでも住宅への導入としては、世

界最大規模となっている。 

②対象建築物 

本事業は、1992 年から地方自治体の要請から、Heerhugowaard、Alkmaar 、Langendijk

の３地域が連携して太陽光発電の集中導入を検討することとなった。これら 3 地域におけ

る太陽光発電設置住宅は、3,500 戸となっている。3 地域の総称は、3 地域の頭文字をと

って、HAL-Lokaties と呼ばれている。また、太陽光発電住宅を普及啓発のため、

“PV-Atelier” と呼ばれるワークショップを開催している。計 5MW のプロジェクトに

は、BEAR、Gouda など著名な設計会社が参画している。 

③エネルギー種別 

太陽光発電のみの導入がなされている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

以下に各家庭に設置された太陽光発電システムの概要を示す。 

・総 PV 出力：5,000kW 

・PV 搭載建築物の戸数：3,500 戸（HAL-Lokaties 全体） 

・1 戸あたり PV 出力：1.45kW/戸 

・発電実績：3,750,000kWh/年 

・PV セルタイプ：結晶系シリコン 

・PV モジュールメーカー：BP Solar、Shell Solar 

・インバータメーカー：SMA 

・投資額（事業としての経費）：2,500 万ユーロ（28.7 億円） 

 



 - 23 - 

（１９）Olympics Village（オーストラリア・シドニー）25) 

①導入目的・経緯 

シドニーの西 15km の地点にある Newington において、オリンピック選手村の整備に

当たり、環境に配慮する方針から太陽電池が集中的に導入されることになった。敷地面積

は、約 262 ヘクタールである。当該地域は、塩田があり作業者の住居や小麦の製粉工場、

毛織物工場などが立地している。 

②対象建築物 

Newington は、オリンピックのマスタープランの一環で整備され、選手村として利用

された後、郊外型住宅として販売されている。8 割の住宅では太陽電池の発電量が最大と

なるよう、25º 傾斜した屋根となっている。ただし、建材一体型パネルの導入など景観に

も配慮されているのが特徴である。 

③エネルギー種別 

太陽光発電が導入されている。 

④再生可能エネルギーシステムの概要 

シドニー郊外は、発電の条件も良く、1,300～1,500kWh/年の電力が得られている。シス

テムの概要を以下に示す。 

・総 PV 出力：857kW（1kW×780、0.5kW×155） 

・PV 搭載建築物の戸数：935 戸 

・1 戸あたり PV 出力：0.5～1kW/戸 

・発電実績：1,300～1,500kWh/年 

・PV セルタイプ：単結晶シリコン 

・PV モジュールメーカー：BP Solar 

・インバータメーカー：BP Solar 

 

2.3 太陽光発電の効率・性能の表示に関する調査 

本調査では、太陽光発電の効率・性能の表示に関する調査として、JIS C8907:2005（太

陽光発電システムの発電電力量推定方法）26)の内容を整理するとともに、太陽光発電の性

能表示改善に向けた各種取組を紹介する。 

（１）JIS C8907:2005（太陽光発電システムの発電電力量推定方法） 

①制定の趣旨 

太陽光発電システムの標準化については、既に、JIS C8905 :1993（独立形太陽光発電

システム通則）27)、JIS C8906: 2000（太陽光発電システム運転特性の測定方法）28)、JIS 

C8953: 2006（結晶系太陽電池アレイ出力のオンサイト測定方法）29)、JIS C8961: 2008

（太陽光発電用パワーコンディショナの効率測定方法）30)、JIS C8971: 1993（太陽光発
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電用鉛蓄電池の残存容量測定方法）31)、JIS C8960: 2012（太陽光発電用語）32)、及び JIS 

C8972: 1997（太陽光発電用長時間率鉛蓄電池の試験方法）33)の 7 規格が制定されており、

本格的な普及への準備の一環として、標準的な発電電力量推定を規定するもの、として制

定された。 

②適用範囲 

JIS C8907:2005 が対象としている太陽光発電システムは以下の通りである。 

(A)太陽光発電システム 

・系統連係形太陽光発電システム及び独立形太陽光発電システムでシステム出力 1kW 以

上、標準太陽電池アレイ開放電圧 750V 以下のシステム。 

(B)システムを構成する太陽電池アレイ、蓄電池及びパワーコンディショナ 

・太陽電池アレイは、同一形式の結晶系（単結晶及び多結晶）のシリコン太陽電池モジュ

ールで構成された単一平面、かつ固定式のもの。 

・アレイ回路構成はストリングを並列に接続したもの。 

・蓄電池は、鉛蓄電池に限定。 

・パワーコンディショナは、可変電圧・可変周波数のパワーコンディショナは含まない。 

(C)附則 

・ハイブリッドシステムは、太陽光発電に接続されるほかの発電システムの発電特性が特

定できないため除外している。 

・太陽電池アレイの設置状態を単一としたのは、多姿勢及びアーチ形の構造については、

日射量の評価手法が確立されておらず、また、アレイ構成の電気的接続の仕方による影

響もあるため除外している。 

・アレイ面が多面で構成されている場合には、個別の面に対して規格を適用することによ

り発電電力量を推定できるが、電気的接続方法等による影響があること考慮する必要が

ある。 

③年間システム発電電力量推定 

年間システム発電電力量は、各種損失を考慮して推定する必要がある。したがって、製

造業者の仕様書又は技術資料などに記載された太陽電池モジュール 1 枚当たりの標試験

条件における出力(W)、及び太陽電池モジュール数量(枚)の積が、システム発電電力量にな

るわけではない。 

太陽光発電システムの年間発電量推定を行うための手順は次の通りである。 

（A)太陽光発電システムの仕様確認太陽電池の種類等を確認 

（B)太陽光発電システムの設置場所の確認 

（C)標準太陽電池アレイ出力 PAS の確認 

（D)基本設計係数 K’の算出 
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（E)月平均日積算傾斜面日射量 HS の選択 

（F)月積算傾斜面日射量 HAM の算出 

（G）温度補正係数 KPT の算出 

（H)月別総合設計係数 K の算出 

（I)月間システム発電電力量 EPM の推定 

 

④屋根用アレイ温度上昇推定方法 

太陽電池アレイの温度を推定することは、太陽電池アレイの性能評価を行ううえで重要

な要素である。太陽電池アレイ温度の利用方法として、(1)システムの運転特性評価のため

の推定、(2)システム発電電力量のための推定の 2 種類が想定される。(1)は、1 時間以下

の間隔で太陽電池アレイ温度を推定し、1 時間以下の間隔で用いるシミュレーションなど

に利用するもの。(2)は、1 ヶ月単位又は 1 年単位での太陽電池アレイ温度を推定する方

法で、発電電力量などエネルギー的な評価に利用するものである。詳しい計算方法は、JIS 

C8907:2005（太陽光発電システムの発電電力量推定方法）:附属書 3（参考）屋根用アレ

イ上昇推定方法に記載されている。 

 

（２）太陽光発電性能表示改善に向けた取り組み 

太陽光発電性能表示改善に向けた取り組みとして、産業技術総合研究所（特に、太陽光

発電研究センター評価・システムチーム）の活動内容を①～③に、太陽光発電協会の活動

内容を④に、それぞれ整理した。 

①大規模フィールドテスト（産業技術総合研究所） 

産業技術総合研究所では、1 メガワット規模の太陽光発電システム（メガソーラ）を設

置し、研究所の電源の一部として運用している。評価・システムチームではこのシステム

を用いた大規模実証研究を実施している。将来、太陽光発電の割合が増大するのに備え、

天候や気温の変化に伴う発電量の予測、様々な種類の太陽電池パネルの特性の違いの研究、

大規模化によるならし効果の検証などの検討を行っている。 

②性能評価基準の提供（産業技術総合研究所） 

太陽電池を様々な温度や光量の条件に置き、その性能を様々な面から評価する装置群を

備えており、特に、超高近似ソーラーシミュレータは、太陽光スペクトルを高い水準で再

現し、太陽電池の性能を正確に評価できる。評価システムチーム内の一次基準太陽電池セ

ル校正は、一次基準太陽電池セルの校正機関として、製品評価技術基盤センターから「試

験所および校正機関の能力に関する一般要求事項」（ISO/IEC17025）への適合性認定を取

得している（2008 年 5 月 16 日）。 

③寿命や信頼性の研究（産業技術総合研究所） 
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長期寿命を保証するための加速劣化試験手法の開発やリサイクル手法に関する研究な

ど、太陽電池のより広範な普及に向けた研究を実施している。複合劣化加速試験装置は、

光・温度・湿度など複数の刺激を同時にモジュールに加える加速試験を行える設備で、こ

うした試験設備によるデータとメガソーラシステムによるフィールドテストのデータの両

者を活用し、各種分析を行っている。 

④簡易評価（太陽光発電協会） 

JIS8907:2005 以外に太陽光発電協会（JEPA）が提示している JPEA 法 34)があり、JEPA

の会員企業の多くは、この方法を使って発電電力量の推定を行っている。JEPA 法は標準

太陽電池アレイ出力に幾つかの係数を掛けて、より簡便に発電電力量を推定するものであ

る。アモルファス太陽電池に関しては、光劣化、アニールの程度により発電電力量が大き

く変化するが、この変化量は季節パラメータ係数を掛けることによって補正している。 

 

2.4 コストの検討 

（１）太陽光発電 

 太陽光発電の地域別日射量については、数表が作成されており、建築設備設計基準（国

土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修）35)では東京における年平均日射量（パネ

ル傾斜角度：30 度）は 3.83[kWh/(m2・日)]である。したがって、2kW の発電容量の場合

の年間発電量は、1.95[MWh/年]（＝装置容量 2[kW]×総合設計係数 0.7[-]×日射強度

3.83[kWh/(m2・日)]×365[日/年]/1000）となる。ここで、総合設計係数は 0.7 としている。 

 既往の調査等を踏まえ、以下のような条件設定を置く。 

・平均的な世帯の電力消費量 15kWh/日 

・太陽光発電（2kW）の自己消費率 0.3[-] 

・電気料金：27 円/kWh（昼間）、12 円/kWh（深夜） 

・初期コスト：53 万円/kW（エネルギー白書 2013） 

表２．２は電気売却費の変化を踏まえ、3 つの価格設定を行い、初期と運用のコストバラ

ンスを整理したものである。減価償却年数は 7～11 年となり、消費者には手ごろな価格帯

となっている。表中の年間運用利益は、太陽光発電が無い場合を基準としたものであり、

電気購入削減費と電気売却費の和である。減価償却年数の算出においては、全体的な傾向

を把握することが目的なので、各ケースで電気売却費を固定として簡易に扱っている。実

際には電気売却費は経年的に変化する。 
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表２．２ 太陽光発電設備の減価償却（発電容量 2ｋW の場合） 

ケース名称 売却単価

[円/kWh] 

電気購入削減

費[万円/年] 

電気売却費

[万円/年] 

年間運用利

益[万円/年]  

減価償却年

数[年] 

ケース A

（2009-2010

年を想定） 

48 

1.58 

6.55 8.13 7.2 

ケース B

（2015 年前

後を想定） 

35 4.77 6.35 8.2 

ケース C

（FIT 終了

以降の将来

を想定） 

11 1.50 3.08 11.0 

 

（２）地中熱利用 

 地中熱利用については、初期コストに関するヒアリング調査を地中熱利用促進協会、日

本地下水開発株式会社に対して実施した。調査結果を以下に示す。初期に発生する費用は、

掘削費、熱源機器（ヒートポンプ）購入費、配管費である。普及に向けて熱源機本体は自

然体で低価格化が見込まれる一方、ボアホールの掘削においては重機を用いるので設置費

用が増してしまう。今後、例えば他の基礎工事等と同時にボアホールの掘削工事も実施す

るなどして、大幅なコストダウンが求められる。 

地中熱利用のコスト及び市場性（ヒアリング調査による） 

◇コスト 

・地中熱システムの初期コストは全国平均で 1kW 当たり 50 万円。 

・住宅用 10kW（150m）の場合、地中熱交換器：150 万円、ヒートポンプ：80 万円、配

管等：150 万円。 

・掘削コストは m 当たり 1 万円前後、掘削機の原価償却は m 当たり 2 千円。 

◇市場性 

・除霜運転が不要であるので寒冷地でヒートポンプ利用が可能。 

・今後、温暖・暑熱地域（海外含む）への展開を期待。 

 

2.5 まとめ 

 国内外で再生可能エネルギーが先進的に導入されている 19 の事例を収集し、概要、特

徴等を整理するとともに、太陽光発電の効率・性能の表示に関する調査を実施した。バイ
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オマスを除き、再生可能エネルギーは建築プロジェクトの敷地内で得られる太陽光、地中

熱を利用したものが数多く見られ、全体的には実用段階に入っていることが示された。特

に太陽光発電については効率・性能の表示に関する標準化が着実に進められていると言え

る。また、コストについては太陽光発電の減価償却年数が 7～11 年であるのに対して、地

中熱利用設備は初期コストの影響が大きく、掘削工事の合理化など経費削減の工夫が今後

求められる。 
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第３章 地中熱利用の実証実験 

 

3.1 目的 

第２章の文献調査から、建築物の敷地内における主要な再生可能エネルギーとして太陽

光と地中熱が実用化されており、太陽光に関しては標準化に向けた検討が進められている

ことが示された。地中熱利用に関しては、国交省が「官庁施設における 地中熱利用システ

ム導入ガイドライン(案) 」36)を作成しているが、地中温度の挙動やヒートポンプの稼働時

のエネルギー効率などが不明なため、実態把握が急務である。第３章では、地中熱利用の

実証実験を行うことにより、地中熱ヒートポンプのエネルギー消費に関わるデータ取得を

行うこととする。本章で実施した検討内容について以下に概要を示す。 

 

（１） 地盤のサーマルレスポンス試験 

 実証実験を行うにあたり、現地においてサーマルレスポンス試験等の地盤調査を行い、

地盤の基本的状況や地盤の熱応答特性に関してデータを整理した。 

（２） 地中熱利用の実証実験 

 建屋２棟を現地に設置し、空気熱源ヒートポンプ、地中熱源ヒートポンプによる空調実

験を同時に実施することにより、室温及び地中温度、電力消費量等のデータ取得を行った。 

 

3.2 地盤のサーマルレスポンス試験 

（１）調査概要 

①ボアホール掘削及び地層分布の推定 

実証実験を行うにあたり、地盤の状況を把握するため、国立研究開発法人建築研究所（茨

城県つくば市）の実験棟敷地においてボーリング（boring）を行った。ボーリングの実施

場所の周辺地図を図３．１に示す。掘削作業は、高速バイブロによって発生させた特殊振

動を直接ビットに伝達させ、ロータリー方式と併用して掘進する特殊振動工法で実施した。

掘削状況を写真３．１に示す。掘削中はスライム、掘削状況より地層分布を推定した。掘

削時のスライム・濁水は産業廃棄物(建設汚泥)として搬出・処理した。 

②地中埋設管の設置 

地中熱交換を行う地中埋設管を、①で掘削したボアホール内に挿入・設置した。地中埋

設管は U チューブ（仕様：ダブル方式、材質：ポリエチレン管、外径：34.0mm、内径：

27.0mm）である。写真３．２は U チューブの設置作業の状況を示したものである。ボア

ホールにはケーシング管が設置してあり、U チューブをその中へ挿入するに当たっては、

鉄筋でサポートしながら、双方向から２本の U チューブを熱電対とともに地中に設置した。

熱電対は、事前に受感部をエポキシ樹脂で被覆した T 型（φ0.65mm）を用い、測温点は 
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図３．１  周辺地図 

（掘削位置を図中矢印で示す）（国土地理院電子地図による） 

 

 

写真３．１ 地盤の掘削状況 
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写真３．２ U チューブの設置作業 

 

 

写真３．３ 熱電対の測温点 

（計温点の位置を図中矢印で示す） 
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写真３．３で示すように U チューブ及び鉄筋サポートの外側に配置し、かつ、U チューブ

の送水復水の中間点に配置した。熱電対の設置深度は、地下 1m～10m までは 1m 間隔、

地下 12m～深度 50m までは 2m 間隔の計 30 地点とした。地中温度センサの設置後、ケー

シングを引き抜き、ボアホール内の U チューブ周辺を 1 号珪砂で充填した。 

③サーマルレスポンス試験 

サーマルレスポンス試験（Thermal Response Test）は、ボアホール型地中熱交換井内

に熱負荷を与えた熱媒体を循環して得られる熱媒体温度、循環流量、地中温度の経時変化

より、地盤の熱物性を推定する試験である。サーマルレスポンス試験の実施手順を以下に

示す。実施時期は、2012 年 3 月 8 日～3 月 14 日である。 

1) 地中温度センサにデータロガーを接続し、自然状態における初期地温分布を測定した。 

2) データロガーの測定項目は U チューブ出入口温度、地中温度(全 30 深度)、循環流量、

外気温とし、記録間隔は 1 分毎とした。 

3) ダブル U チューブ内を清水で満たし、エア抜きを兼ねて数時間程度循環を行った。そ

の際、U チューブ入口出口温度、循環流量を確認し、安定した入口出口温度を平均地中温

度 T0とした。また、エア抜き終了後に配管には断熱材を巻くと共に日射による影響を避け

るためにアルミテープで被覆した。 

4) 電気ヒーター(3kW)により、60 時間の加熱循環を行った。 

5)加熱循環 60 時間経過後、循環・加熱を停止し、地中温度の回復状況を 81.7 時間測定し

た。 

④自然地中温度の計測 

 サーマルレスポンス試験後、自然地中温度の年間挙動を調べるため、地中温度及び気象

条件（気温、風速、日射量）の計測を実施した。自然地中温度は、サーマルレスポンス試

験時に設置した熱電対を用いて計測した。 

 

（２）ボアホール掘削による調査結果 

ボアホールは掘削口径φ179mm で深度 50.95m まで掘進した。掘削スライム、掘削状

況より地質構成を推定した。サーマルレスポンス試験を行う前の初期状態における地中温

度センサ（熱電対）による地中温度分布を地質構成とともに図３．２に示す。 

 地下 5m 以深では地中温度はほぼ均一となっており、年間平均気温と同程度となってい

る。冬季の観測であるので地表面近傍は温度が低い。 

今回掘削した地質は全体に粘土・シルトの細粒土主体で、深度 10～20m は埋木等の腐

植物の混入が見られた。掘削時の状況より、深度 14～20m では砂層、深度 44～48m に砂

礫層の分布が推定される。上記区間に加え、それ以外の深度でも掘削循環水の著しい逸水

が断続的に見られ、全体的に地下水が豊富で地下水流速も比較的速いものと推察される。 
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（ａ）初期地温分布（2012 年 3 月 6 日 12 時）    （ｂ）地質構成 

図３．２ 初期地温分布及び地質構成 
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図３．３ サーマルレスポンス試験時の地中温度分布（2012 年 3 月 8 日～3 月 14 日） 
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（３） サーマルレスポンス試験の結果 

①地中温度分布 

加熱循環時、回復時の地中温度分布について図３．３に示す。深度 3m～20m では加熱

循環時の温度上昇は緩慢であり、加熱停止後の温度回復は非常に速やかである。この傾向

は深度が浅いと顕著で、深度 3m の温度はほとんど変化しなかった。また、深度 20m 以深

は温度応答に差があまり見られなかった。地質構成の深度 2～3m において粘土層の色調が

茶色（酸化帯）であることから、地下水面が存在すると推察され、温度の挙動に地下水の

流動が影響している可能性が考えられる。 

②加熱循環時のデータの解析結果 

加熱循環時では、経過時間 t とその時の熱媒体温度 T（入口温度と出口温度の平均値）

及び初期時の地中温度 Tiより、以下の関係式が得られる 37)。 

btlogmTT i +=−                      式(3.1) 

 式(3.1)中のｍは、データより片対数グラフを作図し、十分時間経過した後のデータの傾

きより求める。加熱循環時のデータを用いた解析図の例を図３．４に示す。また、この解

析図から得られた傾きｍ及び地中熱交換量 q[W/m]を用いて、地盤の平均見かけ熱伝導率λ

sを、次式から算出する。 

mq183.0s =λ                        式(3.2) 

U チューブ内の熱媒体から U チューブの管及びボアホール内における U チューブ外周部

の充填材による平均熱抵抗 Rb[mK/W]は、式(3.2)から得られた地盤平均の有効熱伝導率λ s

を用いて以下の式より算出する。 

𝑅𝑅𝑏𝑏 =
𝑇𝑇𝑓𝑓 − �𝑇𝑇0 + 𝑞𝑞

4𝜋𝜋𝜆𝜆𝑠𝑠
�−𝛾𝛾 + 𝑙𝑙𝑙𝑙(4𝑎𝑎𝑠𝑠𝑡𝑡/𝑟𝑟𝑏𝑏2)��

�������������������������������������������������

𝑞𝑞�
 

    式（3.3） 
ここで、Tf：各時刻の入口及び出口の平均水温[℃]、T0：初期地中温度[℃]、rb：ボアホ

ール半径[m]、as：地盤の温度伝導率[m2/s]である。 

𝑎𝑎𝑠𝑠 =
𝜆𝜆𝑠𝑠

𝑐𝑐𝑝𝑝𝑠𝑠𝜌𝜌𝑠𝑠
                                                                 

              式（3.4） 

cps：地盤の比熱[J/(kg・K)]、ρs：地盤の密度[kg/m3] 

 加熱循環時のデータの解析結果を表３．１に示す。地盤の平均見かけ熱伝導率λ sは

8.17[W/(m・K)]、ボアホール内壁の平均熱抵抗 Rbは 0.1[(m・K)/W]と算出された。 

③回復時のデータの解析結果 

回復時は、加熱媒体の総循環時間 t、加熱循環終了後からの経過時間 t とその時の地層

温度 Ts との関係は、以下の式で表される 38)。 
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t)tt(logmTT pis +=−       式(3.5) 

 式中の m は、ホーナー時間(t+tp)/t と温度の片対数グラフにデータをプロットした時の

傾きである。回復時のデータを用いた解析図の例を図３．５に示す。各地層の見かけ熱伝

導率は、式(3.2)により算出する。本解析では日射による影響を含む部分のデータを除外し

て直線近似を行った。地盤の見かけ熱伝導率λs の深度分布を図３．６に示す。温度回復

が早い区間は地盤の見かけ熱伝導率が大きい傾向にあり、温度応答履歴からも定性的にう

かがい知ることができる。これらの現象は、単純熱伝導では説明がつかず、水分の流入な

どの外的要因が作用している可能性が考えられる。 

 

表３．１ 解析結果一覧(加熱循環時) 

設定値／算定値 備考

直線近似区間 12h後～60h後
加熱循環12h後～加熱
循環終了時

熱交換器長さ H（m） 50.70 ﾀﾞﾌﾞﾙUﾁｭｰﾌﾞ長

単位対数時間当たり
の循環液の温度変化

m（K） 1.3509
（=0.5897(図3.4より)
×ln(10)）

循環液の比熱 C ［J/(kg･K)］ 4,181 25℃の水の比熱より

循環液の密度 ρ（kg/m3） 997.04 25℃の水の密度より

熱交換量 Qh（W） 3,058 Qh=C・ΔT・ρ・Q

単位長さ当たりの熱
交換量

q（W/m） 60.3 q=Qh/H

平均地中温度 T0（℃） 15.9
加熱開始前の入口出口
平均温度

地盤の比熱※ cPs［J/(kg･K)］ 1,200 砂＋粘土の値を引用※

地盤の密度※ ρs（kg/m3） 1,960 砂＋粘土の値を引用※

温度上昇近似直線の
切片

Ti（℃） 21.663 図3.4より

ボアホール口径 rb（m） 0.090 掘削口径179mm

地盤の温度伝導率 as（m2/s） 3.47E-06 式(3.4)より

地盤の平均見かけ熱
伝導率

λs［W/(m･K)］ 8.17 式(3.2)より

ボアホール内壁の平
均熱抵抗

Rb（mK/W） 0.083 式(3.3)より

項目

※地盤の比熱・密度は砂＋粘土の値を引用（伝熱工学資料改訂第5版-日本機械学会(2009),P289より引用）  
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図３．４ TRT 事例（加熱循環時、50m 平均）  図３．５ TRT 事例（回復時、深さ 24m） 
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図３．６ 地盤の見かけ熱伝導率の深度分布 図３．８ 各深さの年間温度振幅比の対数 

 

（４）自然地中温度の計測 

 自然地中温度の年間挙動を調べるため、地中温度及び気象条件（気温、風速、日射量）

の計測を実施した。自然地中温度の計測は、サーマルレスポンス試験後の約 1 年間（2012

年 7 月～2013 年 6 月）に渡って実施した。図３．７は、地中温度及び気温、日射を旬毎

に平均化し、年間の挙動を表したものである。深さ 1m、2m と比較して、深さ 3m 以深の

振幅が小さくなっている。 

 深さ 1m を基準として、各深さにおける年間の温度振幅比の対数をとり、その鉛直分布

を、表したのが図３．８である。図中には熱伝導理論で、地盤の温度伝導率ごとに温度振

幅比の対数を点線で示してある。例えば、深さ 20～30m における温度振幅比の対数は、
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温度伝導率としては 1×10-5 [m2/s]に近い傾きを示している。観測では温度振幅比は深さ

とともに減衰しているが、鉛直分布の傾きは深さにより異なる。深さ 3～14m においては、

温度振幅比はほぼ一定になっており、それに対応する温度伝導率の値は大きくなる。 
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図３．７ 地中温度及び気温、日射の挙動（旬平均、2012 年 7 月～2013 年 6 月） 

 

3.3 地中熱利用の実証実験 

（１）実証実験の計測システム 

 実証実験の目的は、地中熱を熱源とするヒートポンプ空調によるエネルギー電力消費量

の実態や地中温度の挙動を把握することである。地中熱利用は、熱源となる地中温度の安

定性により省エネルギーに有効であると一般に言われているが、ヒートポンプの場合、稼

働状態により成績係数が複雑に変化することが知られている。そこで、空気熱ヒートポン

プとの関係を知るためには、比較実験を行う必要があると考え、ユニットハウス 2 棟を用

いた基礎的な検討を行うことにした。 

ユニットハウス 2 棟は、国立研究開発法人建築研究所の実験棟１階の屋上に設置した。

ユニットハウス 2 棟の設置状況を写真３．４に示す。便宜上、地中熱ヒートポンプ空調を

行うユニットハウスを「地中熱室」、空気熱ヒートポンプ空調を行うユニットハウスを「空

気熱室」と称する。ユニットハウスの仕様を表３．２に示す。 
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地中熱室

空気熱室

  

ボアホール位置

 
写真３．４ ユニットハウス 2 棟の設置状況     写真３．５ システム外観 

 

表３．２  ユニットハウスの仕様（地中熱室と空気熱室で共通） 

形式等 形 式：プレハブユニットハウス 
寸 法：幅 3.04m×奥行 3.04m×高さ 2.44m 
床面積： 9.24 m2 

外壁 外壁：複合版外壁（U 値 0.77W/㎡・K） 

硬質ウレタンフォーム＋ロックウール断熱材 30mm 

屋根：折板屋根天井付（U 値 0.92W/㎡・K） 

硬質ウレタンフォーム断熱材 20mm 

床 ：合板床（U 値 0.67W/㎡・K） 

ビーズ法ポリスチレン断熱材 45mm 
窓（南面） フロート板ガラス 3mm シングル(アルミサッシ)   

1.68m×0.98m 

 

 ボアホールからユニットハウスまでの地中熱配管の状況を写真３．５に示す。実験に使

用するヒートポンプは、同一メーカー同タイプの市販品を用いた。ヒートポンプの能力は、

地中熱、空気熱ともに冷房時 4.0kW、暖房時 5.0kW である。 

室内機は、地中熱、空気熱ともに今回は直膨式であるので、室内熱負荷の挙動を把握す

るため、空気エンタルピー法 39)を適用する。ファイバーセンサにより室内機のファン回転

数を計測してエアコンからの吹出風量に換算し、吸込・吹出の温度差を乗じることで熱量

換算することができる。圧力補償法によるエアコンの吹出風量の検量線をあらかじめ現地

で作成しておく必要がある。今回作成した検量線を図３．９に示す。回転数と風量は、直

線的な比例関係にある。写真３．６は、検量線の作成風景である。 
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図３．９  エアコン吹出風量の検量線     写真３．６ 検量線の作成風景 

 

（２）実証実験のスケジュール 

 エアコンの装置容量が過大となる場合、稼働率が小さくなり、エネルギー消費効率に影

響を与える可能性がある。また、エアコンのエネルギー消費性能を総合的に把握するには、

様々な部分負荷率でデータ取得がのぞましい。そこで、室内熱負荷計算による以下の検討

を実施した。 

 まず、数値計算が現地の室温を再現するかについて確認するため、2012 年冬期の観測値

と数値計算の比較を行うことにした。数値計算ツールは TRNSYS を用いた。計算期間は、11

月 2 日から 1 月 31 日である。なお、この期間は、各室は空調を行っておらず、自然室温の

状態である。2 週間分の結果を抽出し、

時系列で表したのが図３．１０である。

地中熱室と空気熱室の室温の観測値は、

同様の数値で推移しており、冬の期間

ではあるものの、日中は南面窓からの

日射により室温が 30℃以上になる日

が見られ、夜間は放射冷却により外気

温より室温が低くなる傾向がある。2

週間分の結果では、数値計算による室

温の挙動は観測と良く合致している。

図３．１１は、自然室温について、数

値計算と観測（地中熱室）の 1 時間値

を 11 月 1 日から 1 月 31 日の 3 ヶ月間

のデータを用いて比較したものである。

この場合も、両者は良く合致している。 

 

図３．１１ TRNSYS による自然室温の計算

結果と地中熱室の自然室温の観測結果の比較 

2012 年 11 月 1 日～2013 年 1 月 31 日 
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図３．１０  自然室温の観測及び計算結果の比較（2012 年 12 月 12 日～12 月 25 日） 

 

自然室温について数値計算の再現性が得られたので、次に、ユニットハウスにおいて、

様々な空調負荷の調整を行った場合の効果を検討した。負荷調整の手段として、調整なし

を「現状ケース」、窓面を断熱材で遮蔽する「低負荷ケース」、窓面遮蔽に加えて強制換気

360m3/h を終日行う「中負荷ケース」、さらに換気量を 720m3/h に倍増させた「高負荷ケー

ス」の 4 種類を設定した。計算期間は、11 月 1 日から 1 月 31 日とし、気象条件は、拡張

アメダス気象データ（下妻）を用いた。室温 20℃の連続運転の条件で、各ケースの熱負荷

計算を実施し、計算結果を頻度で表したのが図３．１２である。（ａ）現状ケースの場合、

南面の窓からの日射により昼間の室温上昇が大きく、暖房負荷が発生しない時間帯が生じ、

中・高負荷のデータ取得が困難であることが分かる。（ｂ）低負荷ケースは、窓面の日射遮

蔽により日中でも暖房負荷が発生するようになるが、部分負荷率は全体的に 20%以下にな

っている。（ｃ）中負荷ケースでは、換気も行うことで 20～70%の負荷発生が見込める。さ

らに、（ｄ）高負荷ケースでは、換気量の増加により、負荷率を 100%以上に引き上げるこ

とができる。また、室温 24℃の連続運転の計算も別途実施し、室温 20℃の連続運転と比較

して、負荷率が 10%程度増加する傾向を確認した。計算結果を踏まえ、実証実験を様々な

条件で実施した。実際に行われた実証実験のスケジュールを表３．３に示す。 

主な計測項目を以下に示す。計測点は全部で 74 か所あり、これらを１秒間隔でデータ

ロガーに収録した。各種計測状況を写真３．７～３．１０に示す。実証実験の実施時期は、

2013 年 11 月 27 日から 2014 年１月 31 日である。 

 

【主な計測項目】 

・室温：各室の中央における室温（床面高さ：100mm、1100mm、1700mm、天井下 100m） 

・グローブ温度：各室の中央におけるグローブ温度（床面高さ： 1100mm） 

・室内機：各室内機のファン回転数、ボディサーモ温度（制御用温度検知機付近にセンサ
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を貼り付けて測った温度）、吸込・吹出温度 

・電力消費量：各ヒートポンプの電力消費量（地中熱は循環ポンプを含む） 

・地中熱システムの循環水：流量、往温度、復温度 

・地中温度：地中温度 15 点（深さ 1～10m は 1m ピッチ、14m、20m、30m、40m、50m） 

・気象条件：外気温、相対湿度、全天日射量、風速等 
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図３．１２  ユニットハウスを対象にした暖房負荷の頻度分布に関する数値計算結果 

（地域：下妻、時期：11/1-1/31、運転条件：室温 20℃連続運転） 
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表３．３  実証実験のスケジュール 

名称 時期 負荷対策 運転条件 
LC24a 2013 年 11 月 27 日

~2013 年 12 月 4 日 

低負荷ケース：窓面遮蔽 室温 24℃、連続運転 

MC20a 2013 年 12 月 6 日

~2013 年 12 月 17 日 

中負荷ケース：窓面遮蔽＋換気

360m3/h 

室温 20℃、連続運転 

LC24b 2013 年 12 月 19 日

~2013 年 12 月 25 日 

低負荷ケース：窓面遮蔽 室温 24℃、連続運転 

MC20b 2013 年 12 月 27 日

~2014 年 1 月 8 日 

中負荷ケース：窓面遮蔽＋換気

360m3/h 

室温 20℃、連続運転 

MI20 2014 年 1 月 10 日

~2014 年 1 月 15 日 

中負荷ケース：窓面遮蔽＋換気

360m3/h 

室温 20℃、間欠運転

（3:00-9:00） 
HI24 2014 年 1 月 17 日

~2014 年 1 月 31 日 

高負荷ケース：窓面遮蔽＋換気

720m3/h 

室温 24℃、間欠運転

（3:00-9:00） 

 

  

（ａ）ファン回転数

（ｂ）ボディサーモ
 

写真３．７ 室内環境の計測         写真３．８ 室内機の計測 
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往・環温度

日射計

温湿度計
（強制タイプ）

風向風
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写真３．９ 地中システムの計測     写真３．１０  外界気象の計測 

 

（３）地中熱計測機器精度の現地確認 

 地中熱利用設備の評価を行うに当たり、計測機器の精度確認は重要な視点である。現地

の地中採熱管に設置した流量計の精度確認及びブライン濃度の現地計測を行った。作業の

実施日は、2015 年 3 月 24 日である。 

ブライン濃度については現地において地中採熱管からブラインを取り出し、ブライン濃

度計を使って目視で判定した。写真３．１１はブライン濃度計の表示であり、四角で囲っ

た部分の数値が濃度となる。現地観測ではブライン濃度は 30％（ブライン温度 14℃）であ

った。 

地中採熱管内の流量については、暫定的に循環ポンプと電磁流量計を地中採熱管に取り

付けて、既存の流量計の計測値の精度を検証した。検証の様子を写真３．１２に示す。 

 

 

循環ポンプ

電磁流量計

 

写真３．１１ ブライン濃度      写真３．１２ 地中採熱管内流量の検証 
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表３．４ ブラインの物性 

 30%（15℃）

密度 kg/m3 1030

比熱 J/kgK 3870
粘性 mPa・s 4.0
熱伝導率 W/mK 0.44

項目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．１３ 流量計の精度比較 

 現地で得られたブライン濃度 30%におけ

る各種物性値を表３．４に示す。これらは、

プロピレングリコールの物性値から推定した

ものである。 

 図３．１３は流量計の精度について既設の

流量計（羽根車式：媒体は水を基本とする）

と暫定的に取り付けた流量計（電磁流量計：

媒体は問わない）の計測値を比較したもので

ある。既設の流量計が流量を過大に評価して

いることが分かる。今回は安価で取り扱いし

やすい羽根車式を選択したが、1 次側の熱量

評価において流量計の選択は重要な課題であ

ると言える。 

現地計測結果を踏まえ、以降の分析ではブ

ラインについては表３．４に示す濃度 30%の

物性値を用い、流量計の観測値は図中（図３．

１３）に示す係数（0.6861）で補正する。 

 

（４）外気温度及び室内熱環境の計測結果 

 外気温度の日統計量として、日平均、日最高、日最低及び標準偏差について各日の挙動

を表したのが図３．１４である。実証実験の開始当初は日平均気温が 10℃前後であったの

が、日を追うとともに低下し、MI20（1/10-1/15）では日平均気温が氷点下を記録した後、

HI24（1/17-1/31）では日平均気温 5℃程度まで上昇に転じている。 

室温については、室中央において高さ方向に 4 点（床上 100mm、1100mm、1700mm、天井

下 100mm）の同時計測を行っているので、これらを加重平均し、地中熱室、空気熱室につ

いて同様の手順で日統計量の経時変化を図３．１５に示した。まず、（ａ）地中熱室につい

て LC24a、LC24b では目標値 24℃を日平均室温でほぼ再現するのに対し、MC20a、MC20b で

は目標値 20℃より高めの 23～24℃の日平均室温となっている。これは、日中の温度上昇に

伴い、比較的低い制御温度を室温が上回るためである。間欠空調時（MI21、HI24）の室温

は大きく変動していることがわかる。（ｂ）空気熱室でも全体的には同様の結果が得られて

いる。ただし、日最低気温が地中熱室の場合よりも大きく落ち込む日が散見される（図中、

丸で囲んだ部分）。これは、デフロストによる影響と考えられ、制御室温が低い MC20a、MC20b

において顕著に現れる現象である。また、同一の室温条件を課したにも関わらず、全体的

に空気室の室温は、地中熱の室温よりもわずかに低い。 

y = 0.6861x
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図３．１４ 外気温度の日統計量の推移（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 

 

  

 グローブ温度（室中央、床上 1100mm）について、同様に図３．１６に示す。グローブ温

度の日統計量は、室温のものと似ている。ただし、（ａ）地中熱室、（ｂ）空気熱室ともに、

グローブ温度の日平均値が室温のそれよりもわずかに低く、日最低温度では逆にグローブ

温度が室温より高い。また、グローブ温度に関しても全体的に空気室の温度は、地中熱の

温度よりもわずかに低い。 

 

（５）2 次側の計測結果 

 図３．１７はエアコンの電力消費量の日積算値の挙動を示したものである。総じて、地

中熱室の電力消費量が、空気熱室のそれよりも低い値で推移していることがわかる。なお、

地中熱ヒートポンプの場合、電力消費量は地中熱交換器（1 次側）の循環ポンプの駆動電

力を含む。 
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図３．１５ 室温の日統計量の推移（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 
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図３．１６ グローブ温度の日統計量の推移（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 
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図３．１７ 日積算電力消費量の推移（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 
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図３．１８ 日積算空調熱負荷量の推移（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 
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図３．１９ 日平均システム COP の推移（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 

 

表３．５  日積算電力消費量、システム COP の期間平均値 

期間名称 地中熱室 空気熱室 電力削

減率[%] 電力消

費量  
空調熱

負荷量 
システム

COP 
電力消

費量  
空調熱

負荷量 
システム

COP 
[kWh/day] [-] [kWh/day] [-] 

LC24a 6.28 19.66 3.14 7.49 19.09 2.56 16.18 

MC20a 17.21 51.89 3.02 17.85 48.84 2.75 3.63 
LC24b 8.76 25.87 2.95 10.36 23.54 2.27 15.42 
MC20b 20.32 59.07 2.91 21.76 53.65 2.47 6.60 
MI20 7.06 19.96 2.83 8.30 17.90 2.19 14.92 
HI24 8.09 22.18 2.74 10.35 20.37 1.97 21.86 

 

図３．１８は、空気エンタルピー法に基づき、エアコンの風量に吹出・吸込温度の差を

乗じてエアコンから室内に投入された日積算熱量（暖房熱負荷量）に換算したものである。

エアコンの風量はファン回転数の計測値より求めた。空調熱負荷は、全体的に空気熱室の

方が地中熱室より低めになっていることが分かる。これは、空気熱室の室温制御が地中熱

室よりわずかに低く行われたことが起因している。 
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システム COP の挙動を図３．１９に示す。全体的に、地中熱室のシステム COP が、空気

熱室の値を上回っている。 

各実験期間で電力消費量、空調熱負荷量の日積算値を期間平均し、空気熱室の電力消費

量を基準とした電力削減率、各室のシステム COP とともに表３．５に一覧で示す。電力削

減率は 3.63～21.86%となり、地中熱ヒートポンプシステムが空気熱ヒートポンプシステ

ムに対して省電力となる結果が得られた。また、地中熱室のシステム COP 値は、空気熱室

のそれと比べて高く、0.3～0.8 の差が表れている。したがって、同一メーカー、同一タイ

プの冬期比較において、電力消費量の少なさや成績係数の面で空気熱システムに対して地

中熱システムの優位性が認められたと言える。 

 

（６）システム COP の特性 

 室内熱負荷量、電力消費量の 1 秒計測値を 1 時間値に積算し、室内熱負荷とシステム COP

の頻度分布とともに地中熱室、空気熱室のシステム COP の部分負荷特性を図３．２０の（ａ）、

（ｂ）にそれぞれ表す。（ａ）、（ｂ）ともに、部分負荷率 0.2 の辺りでシステム COP の値が

高くなっており、部分負荷率の発生頻度は部分負荷率 0.2 前後のものが多く、システム COP

の発生頻度はシステム COP が 3 前後で高い値を示す。システム COP と部分負荷率の関係に

おいて、各数値のばらつき具合や特性カーブの形状などで両者に相違が見られることから、

地中と空気の熱源温度の違いが予想される。 

 図３．２１は外気温度を横軸にとり、各室のシステム COP との関係を示したものである。

外気温度が低下するにつれて、空気熱室に対して地中熱室のシステム性能が有利になる様

子が分かる。地中熱室にとっては、地中熱交換器からの環水が熱源であるが、温度範囲が

狭いため良好な相関図を得ることはできなかった。 

図３．２２に各室の熱源温度として、実証実験期間における採熱管の環水温度と室外機

の吸込空気温度の頻度分布を示す。環水温度は、吸込空気温度より 10℃程度高く、15℃前

後に頻度が集中していることが分かる。

このように熱源温度として地中熱は空気

熱より冬期において有利となる。 

 部分負荷率と電力消費量の関係を図３．

２３に示す。図中にはシステム COP も斜

め線で記載してある。部分負荷率が大き

くなると、空気熱室のシステム COP が低

下して電力消費量の増加が加速され、地

中熱室の電力消費量と乖離する様子が分

かる。 

 

図３．２２ 熱源温度の頻度分布（2013 年

11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 
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図３．２０ 部分負荷率とシステム COP の関係 

（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 
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図３．２１ 外気温度とシステム COP の関係 

（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 
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図３．２３ 部分負荷率と電力消費量の関係 

（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 
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（７）代表日における日変化 

  日挙動の検討を行うため、代表日を以下のように選定する。1 秒計測値を 15 分平均値

に積算したものを分析に用いる。 

・代表日 1(LC20b)：2013 年 12 月 25 日 

・代表日 2(MC20b)：2014 年 1 月 6 日 

・代表日 3(MI20)：2014 年 1 月 12 日 

・代表日 4(HI24)：2014 年 1 月 22 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．２４ 外気温及び日射量の日変動（代表日 1,2,3,4） 
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各代表日における外気温及び日射量の日変化を図３．２４に示す。外気温度は夜間にお

いて氷点下まで下降し、日中には 10℃程度に上昇する。日射量は 400～500W/m2であり、冬

期としては好天の部類に入る。 

 図３．２５は地中熱室における室温及び空調熱負荷量の日挙動を示したものである。室

温は、室中央、床面 1,100mm 高さの計測値、空調熱負荷量は空気エンタルピー法に基づく

観測値である。代表日 1、2 は連続空調の場合であり、室温は目標値にほぼ保たれている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．２３ 室温及び空調熱負荷量の日変動（地中熱室）（代表日 1,2,3,4） 
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ことが分かる。空調熱負荷量（暖房）は、日中より夜間に大きく、負荷対策に対応して代

表日 1<代表日 2 となっている。代表日 3、4 では間欠空調（3～9 時）を行っており、両者

の負荷対策は異なるが、空調熱負荷には大きな差違は見られない。 

 同様のデータ整理を空気熱室について行い、図３．２６に経時変化を示す。代表日 3、4

では、間欠空調時にデフロストに伴う断続的な運転が行われるため、地中熱室のものより

室温の変動が大きくなっている。そのため、結果的に空調熱負荷量は減少するが、室温の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．２６ 室温及び空調熱負荷量の日変動（空気熱室）（代表日 1,2,3,4） 
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目標値を達成できない場合が見られ、熱環境の面から課題を残す。 

図３．２７は、地中熱室のシステム COP 及び電力消費量の日挙動を表したものである。

目標値を達成できない場合があるので熱環境の面から課題を残す。連続空調については、

代表日 1 に対して代表日 2 の電力消費量が増加する一方、日中のシステム COP は、代表日

1 より代表日 2 の数値が大きい。これは低負荷運転の代表日 1 に対して、中負荷運転の代

表日 2 では部分負荷率が高まったためである。間欠空調時のシステム COP、電力消費量は、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．２７ システム COP 及び電力消費量の日変動（地中熱室）（代表日 1,2,3,4） 
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両日似た挙動を示している。 

図３．２８は、空気熱室について同様に表したものである。連続空調における傾向は地

中熱室の場合とあまり変わらない。間欠空調時には、代表日 3、4 ともにシステム COP 及び

電力消費量が大きく変動している。両日の電力消費量は、地中熱室のものより大きくなっ

ており、理由としてデフロスト運転による損失が考えられる。また、システム COP の値は、

両日ともに地中熱の場合より低く現れている。このように、特に厳寒時期において、両シ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．２８ システム COP 及び電力消費量の日変動（空気熱室）（代表日 1,2,3,4） 
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ステムの差は顕著になると言え、安定した熱源を背景とした地中熱システムは、空気熱シ

ステムと比較してエネルギー性能や熱環境形成において効果を発揮することが示された。 

エアコンからの吹出空気温度及び風量の日変動を、まず地中熱室について図３．２９に

示す。ファンの回転数をパルス計測し、事前に作成した検量線からエアコンの風量を推定

した。エアコンの風量は一定ではなく、代表日１、2 では、夜間において風量も大きくな

っている。また、吹出空気温度においても同様の挙動を示しており、日中は 30～35℃、夜

間 40～53℃を示している。一方、間欠運転時には吹出空気温度は、代表日 3、4 ともに 60℃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．２９ 吹出空気温度及び風量の日変動（地中熱室）（代表日 1,2,3,4） 
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前後で頭打ちとなる。風量については、代表日 4>代表日 3 となって、風量の調整により室

内熱負荷を賄っている。 

空気熱室について同様に図３．３０に示す。代表日 1、2 のエアコンの風量、吹出空気

温度の挙動は地中熱室と似ている。代表日 3、4 のエアコンの風量は大きく変動しており、

図３．２８で示した電力消費量の変動と対応している。吹出空気温度も変動が大きく現れ

ており、地中室の場合より温度レベルが低く、45～53℃程度で推移している。 

 次に、地盤側の計測結果を述べる。したがって、以降は地中熱室の場合となる。まず、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．３０ 吹出空気温度及び風量の日変動（空気熱室）（代表日 1,2,3,4） 
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採熱管の環水温度及び流量の経時変化を図３．３１に示す。まず代表日 1、2 の場合、

流量は負荷に追随して、日中に低く、夜間に高く現れている。環水温度はほぼ一定である。

間欠運転では、代表日 3、4 ともに流量が時間とともに増加、環水温度は時間とともに減少

する傾向が見られる。非空調時間では流量の計測値はゼロになり、環水温度は外界気象の

影響を受けながらなりゆき状態で推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．２９ 採熱管環水温度及び流量の日変動（地中熱室） 

 

 

図３．３１ 吹出空気温度及び風量の日変動（地中熱室）（代表日 1,2,3,4） 
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次に、地盤側の計測結果を述べる。したがって、以降は地中熱室の場合となる。各日の

採熱量及び地中温度分布について、それぞれ図３．３２～図３．３５に示す。（ａ）の日変

動を見ると、採熱に伴い地中温度が低下し、採熱量の低下又は運転停止後は地中温度が回

復していることが分かる。（ｂ）地中温度分布では、地盤において、採熱量の多寡に対して

深さ 1m から深さ 50m までの地中温度の全体的な上昇、下降が見られる。ただし、深さ

3m では温度変化があまり見られず、その他の要因（地下水など）の影響が考えられる。 

室内機のボディサーモと吸込空気温度について、各日の平均をとり、システムごとに図

３．３６に示す。全体的な傾向として吸込空気温度よりボディサーモの値が高く、吸込空

気とボディサーモの間に 0.3～1.5℃の温度差が生じている。地中熱室より空気熱室で温度

差がついており、地中熱室の 4 日間の平均温度差 0.4℃に対して、空気熱室 1.1℃となる。

このようなボディーサーモの検知温度の差が、各室の室温制御に影響を及ぼした可能性が

考えられる。 
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図３．３６ 室内機のボディサーモ及び吸込空気温度の日平均値（代表日 1,2,3,4） 
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（ａ）地中温度（深さ 5m）及び採熱量の日変動 
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（ｂ）地中温度分布 

図３．３２ 採熱量及び地中温度分布（地中熱室） 

(代表日 1：2013 年 12 月 25 日)  
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（ａ）地中温度（深さ 5m）及び採熱量の日変動 
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（ｂ）地中温度分布 

図３．３３ 採熱量及び地中温度分布（地中熱室） 

（代表日 2：2014 年 1 月 6 日） 
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（ａ）地中温度（深さ 5m）及び採熱量の日変動 
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（ｂ）地中温度分布 

図３．３４ 採熱量及び地中温度分布（地中熱室） 

（代表日 3：2014 年 1 月 6 日） 
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（ａ）地中温度（深さ 5m）及び採熱量の日変動 
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（ｂ）地中温度分布 

図３．３５ 採熱量及び地中温度分布（地中熱室） 

（代表日 4：2014 年 1 月 12 日） 
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（８）１次、２次の熱量比較 

 地中熱採熱管の循環ポンプは熱負荷と連動し

ており、流量が変化する。メーカーより流量と

循環ポンプの電力消費量のデータを取り寄せ、

図化したのが図３．３７である。 

 １次側の熱量として室内空調負荷量、2 次側

の熱量として、採熱量＋システムの電力消費量

－循環ポンプの電力消費量の関係を表したのが

図３．３８である。両者は良く合致しており、

計測精度の妥当性を確認することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．３８ １次、２次の熱量比較（2013 年 11 月 27 日～2014 年 1 月 31 日） 

 

3.4 まとめ 

 地中埋設管 50m を設置し、地中熱ヒートポンプと空気熱ヒートポンプによる建築物の空

調を行う実証実験から以下の結果を得た。 

１）冬季の暖房に要する電力消費量は地中熱室の方が空気熱室より低く、電力消費削減率

で見ると 3.6～21.9%であった。 

２）地中熱システムの場合、熱源温度が有利となり、システム COP が、空気熱源に比べて

0.3～0.8 向上した。 

３）室内空調負荷は地中熱室の方が空気熱室よりわずかに高く、外気温度の低下に伴うデ

フロスト運転の影響やボディーサーモの個体感度の相違などが原因として考えられる。 

４）地中からの採熱量と室内空調負荷の熱量バランスを調べ、十分な精度で合致すること

を確かめた。 

 

図３．３７ 循環ポンプの電力消費量 
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第４章 再生可能エネルギーの評価技術 

 

4.1 再生可能エネルギーの評価技術の概要 

本章では、太陽光、地中熱などの再生可能エネルギーを建築物に導入した場合の 1 次エ

ネルギー消費量の評価技術について説明する。図４．１に本研究で開発した建築物におけ

る再生可能エネルギーの評価技術の概要を示す。地域、気象データ、建築物の仕様、室使

用条件から、建築物の空調、照明、給湯、換気、昇降機のエネルギー消費量を算定する一

連の流れ（既往）において、新たに、太陽光発電設備、地中熱利用設備を追加する。地中

熱利用に関しては地盤の熱応答モデルを開発し、地中熱利用に伴う地盤の温度変化、地中

熱の蓄採熱量や地中熱ヒートポンプの効率を予測し、空調のエネルギー消費量を算出する。

太陽光発電に関しては、気象条件、太陽光パネルの条件から JIS に基づいて発電量及び自

己消費量を算定することにより、全体の（1 次）エネルギー消費量から差し引く。建築物

の仕様や地域気象は様々であり、これらに対応して再生可能エネルギーの評価を行うこと

により、新技術の適切な導入方法を検討することができると考えられる。 
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図４．１ 建築物における再生可能エネルギーの評価技術の概要 

 

4.2 地中熱利用設備 

（１）地盤の熱応答モデル 

地中温度の形成においては、地盤内の熱伝導や地下水流動、地上気象など様々な要因が

関係していると考えられる。自然状態の地温不易層の深さは約 10m と言われているが、地

中埋設管はこれより深く、50～100m の深度まで達する。モデルの概要を表したのが図４．

２である。地盤は不飽和帯（地表から地下水面までの範囲）と飽和帯（地下水によって飽

和している帯水層）に分類され、土壌水分の圧力（水頭）は、不飽和帯では負となり、飽

和帯では正となる。地盤の基礎方程式を以下に示す 40)。 
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・不飽和帯 

熱の輸送方程式： 
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・飽和帯（帯水層） 

熱の輸送方程式： 
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水分の輸送方程式： 
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ここで、 sC ：土壌の比熱[J/(kg・K)] 、 θD ：含水率勾配による水分拡散係数[kg/(m・s)]、

TD ：温度勾配による水分拡散係数[kg/(m・s・K)]、 g ：重力加速度[m/s2] 、 Lh ：地下水

位[m]、 K ：透水係数[kgs/m3]、 L ：蒸発潜熱[J/kg]、 en ：空隙率[m3/m3] 、T ：土壌温

度[℃]、θ：体積含水率[m3/m3]、λ：熱伝導率[W/(m・K)] 、 sρ ：土壌の密度[kg/m3]、 wρ ：

水の密度[kg/m3]である。 
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図４．２ 地中熱利用における地盤の熱応答モデル 
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 U チューブの熱交換量については、1 次元非圧縮性流れ場を仮定し、次のように表す 41)。 

・U チューブの熱輸送方程式： ( )c
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c
cc TT
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ここで、 cρ ：循環液の密度[kg/m3]、 cC ：循環液の比熱[J/(kg・K)]、 cT ：循環液の温度[K]、

cA ：管路断面積[m2]、 N ：U チューブ本数[本]（シングル：N=1、ダブル：N=2）、 n ：

補正係数[-](n=0.12)である。 ch は、U チューブ 1m 当たりの有効熱伝達係数[W/(m・K)]

であり、次式で表される。 
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ここで、 inr ：埋設管内側半径（＝内径×0.5）[m]、 outr ：埋設管外側半径（＝外径×0.5）

[m]、 bR ：熱抵抗[ｍ・K/W]、 cλ ：循環液の熱伝導率[W/(m・K)]である。 inh は、管内壁

と循環液の熱伝達率[W/(m2・K)]であり、管内熱伝達の関係式から求める。 

・Petukov の式 
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ここで、 f ：管摩擦係数[-] ( ) ( ) ( )
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 地表面の熱水分の収支式を以下に示す。 
・熱収支     0=++++ GEHLS nn         （4.9） 

・水分収支    0=+−− WDER           （4.10） 
ここで、 nS ：短波放射収支量[W/m2]、 nL ：長波放射収支量[W/m2]、H：対流顕熱 [W/m2]、、

：蒸発潜熱[J/kg]、 E ：蒸発 [kg/(m2s)]、G ：熱伝導 [W/m2]、 R ：降水量[kg/(m2s)]、

D ：流出量[kg/(m2s)]、W ：地中水分移動[kg/(m2s)]  
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図４．３ 熱源機器の性能特性（地中熱ヒートポンプチラー・パッケージ） 

（２）計算方法 

 不飽和・飽和帯における熱、水分の輸送方程式（式（4.1）～式(4.4)）は、有限差分法を

適用し、時間積分は Euler 陽解法、拡散項は２次精度中心差分法で離散化した。係数行列

は ICCG 法、または前処理付き BiCGstab 法を用いて計算を行った。 

 U チューブの熱輸送方程式（式(4.5)）は、有限差分法を適用し、時間積分は Euler 陰解

法、拡散項は 1 次精度風上差分法で離散化した。 

 地表面における熱、水分の収支式（式（4.9）、式(4.10)）は、非線形となるので、Newton

法により、表面温度を未知数とした繰り返し・収束計算を行った。 

（３）地中熱ヒートポンプ 

 熱源機器は、事務所、商業施設等の建築物の用途について中央空調方式の地中熱ヒート

ポンプチラーを採用する。メーカーの仕様等を参考として、地中熱ヒートポンプチラーの

仕様を以下のように設定した。 

・冷房：COP4.86、熱源水 32-37℃、冷水 7-12℃ 

・暖房：COP6.92、熱源水 25-20℃、温水 45-40℃ 

地中熱ヒートポンプチラーの性能特性を図４．３に示す 42)。 
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4.3 太陽光発電設備 

（１）全体の流れ 

太陽光発電設備については、JIS C8905（独立形太陽光発電システム通則）、JIS C8906

（太陽光発電システム運転特性の測定方法）、JIS C8953（太陽電池アレイ出力のオンサイ

ト測定方法）、JIS C8961（太陽光発電用パワーコンディショナの効率測定方法）、JIS 

C8971（太陽光発電用鉛蓄電池の残存容量測定方法）、JIS C8960（太陽光発電用語）、及

び JIS C8972（太陽光発電用長時間率鉛蓄電池の試験方法）の 7 規格を参考として、年間

のシステム発電電力量の推定方法を整理する。 

推定方法の整理に当たっては、製造業者の仕様書又は技術資料などに記載された太陽電

池モジュール 1 枚当たりの標準試験条件における出力(W)、及び太陽電池モジュール数量

(枚)の積が、システム発電電力量になる訳ではないことに留意し、日射量の変動、太陽電

池モジュール面の汚れ・劣化、温度上昇における変換効率の低下等によるエネルギー変換

損失があるため、これらの損失分を考慮する必要がある。 

 システム発電電力量は、標準太陽電池アレイ出力に総合設計係数を乗じることとし、総

合設計係数は、各種損失を係数化したものの積で評価する。 

 

総合設計係数＝日射量年変動補正係数×経時変化補正係数×アレイ負荷総合補正係数×

アレイ回路補正係数×インバータ回路補正係数×温度補正係数        （4.11） 

 

標準状態の日射強度は 1kW/m2とする。したがって、太陽電池アレイの発電量を求めるに

は、システム発電電力量に、標準状態の日射強度に対する太陽電池アレイの設置面の日射

強度を時間ごとに重みづけて算出する（式(4.12)）。 

 

太陽電池アレイの発電量＝システム発電電力量×太陽電池アレイの設置面の日射強度 

/標準状態の日射強度    (4.12) 

（２）日射量年変動補正係数 

 日射量年変動補正係数は、長期における気象の変動に伴う日射量の不足を見込む係数の

ことである。日射量年変動補正係数は 0.97 とする。 

 

（３）経時変化補正係数 

 経時変化補正係数は、太陽電池モジュールガラス表面の汚れ又は劣化による出力電力量

の低下、太陽光の分光分布の変動に伴う出力電力量の変化、モジュールガラス表面の反射

又は透過による出力電力量の変化、充填材による吸収等を補正する係数のことである。経

時変化補正係数は結晶系で 0.95 とする。 
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（４）アレイ負荷総合補正係数 

 アレイ負荷総合補正係数は、太陽電池アレイ出力の最適動作点からのずれによって生じ

る出力電力量の変化を補正する係数のことである。アレイ負荷総合補正係数は系統連系

0.94、独立直流 0.89、日射に追従した負荷のみで 0.91 とする。 

 

（５）アレイ回路補正係数 

アレイ回路補正係数は、太陽電池アレイの配線抵抗等によって生じる抵抗損失及び逆流

防止デバイスによる損失を補正するための係数のことである。アレイ回路補正係数は 0.97

とする。 

 

（６）インバータ回路補正係数 

インバータ回路補正係数は、太陽電池アレイのインバータ回路において生じる変換効率

や伝送損失等による出力電力量の変化を補正する係数のことである。インバータ回路補正

係数は連系形ではインバータ製造業者から実効効率（JIS C8961 に基づく）が提示されて

いる場合は、その値を用い、それ以外の場合は 0.9 とする。 

 

（７）温度補正係数 

 温度補正係数は太陽電池アレイの温度レベルに応じて出力電力量の変化を補正する係数

のことである。温度補正係数は次式で表される。 

    ( )251 −+ θα温度補正係数＝           （4.13） 

ここで、α ：太陽電池アレイの最大出力温度係数[1/K]、θ ：太陽電池モジュール温度[℃]

である。最大出力温度係数は製造業者等から入手できない場合は、結晶系 -0.004～-0.005

（1/K）とする。太陽電池モジュール温度は次式で求める。 
    Ta ∆＋度＝太陽電池モジュール温 θ           （4.14） 

ここで、 aθ ：外気温[℃]、 T∆ ：温度上昇（設置方式による値）[℃]である。 T∆ は裏面開

放形（架台設置形）18.4、屋根置き形 21.5、屋根一体形 25.4、裏面密閉形（建材一体形） 

28.0 とする。 

 

（８）太陽電池アレイの設置面の日射強度 
 太陽電池アレイの設置面の日射強度 I は、傾斜角 β を有するパネル面について、パネル

面日射量の直達成分 bI 、パネル面日射量の散乱成分 sI 、パネル面日射量の反射成分 rI の和

である。 

rsb IIII ++=                   (4.15) 

斜面の法線ベクトルと太陽光の入射方向との角度をθ とすると、 
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zbnb II θθ cos/cos=                            (4.16) 

ここで、 bnI ：水平面直達日射量[W/m2]、 zθ ：垂直ベクトルと太陽光の入射方向との角度

[rad.]である。 

 曇天の場合は散乱成分が太陽光周辺で強度が強くなる。また、パネル面の傾斜により地

面等の周辺からの反射成分が入ってくる。これらを考慮すると、 
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2/)cos1( βρ −= nr II                                  (4.18) 
 
ここで、 sI ：散乱日射量の月平均時間積算値、 snI ：水平面散乱日射量の月平均時間積算

値、 nI ：水平面全天日射量の月平均時間積算値、 0I ：大気外全天日射量の月平均時間積

算値、 nI ：水平面の全天日射量、 ρ ：反射条件パラメタ（通常 0.2、積雪時 0.7 程度）で

ある。 
 表４．１は太陽光発電量の計算事例である（容量 20kW の場合）。太陽高度が高い 5-7

月ではパネル面の傾斜がつかない方が発電するのに対して、太陽高度が低い 11-2 月ではパ

ネル面の傾斜に伴う反射成分の捕捉分も相まってそれとは逆の傾向が表れている。年平均

ではパネル面の傾斜角 30 度が最適となり、既往の知見と合致する。 

 現実の市街地において建築物の周辺からの反射日射を正確に知るには極めて複雑な計算

式を適用する必要がある。安全側に配慮した実務設計では、反射影響を見込まない式(4.19)、

式(4.20)が用いられる。 
2/)cos1( β+= sns II                (4.19)  

0=rI                                  (4.20) 

 

表４．１ 太陽光発電の計算事例（容量：20kW、場所：茨城県土浦市） 単位：kWh/day 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
1月 39.4 45.7 50.4 53.6 55.3 56.1 56.1 55.5 54.2 51.7
2月 50.2 55.2 58.3 60.2 60.9 61.0 60.4 59.0 56.7 53.1
3月 57.5 59.9 61.1 61.3 60.9 59.8 58.1 55.4 51.6 46.2
4月 66.5 67.3 67.2 66.4 64.9 62.6 59.2 54.5 48.1 40.5
5月 62.5 62.1 61.1 59.3 56.9 53.6 49.4 43.9 37.3 29.7
6月 51.2 50.8 49.9 48.3 46.0 42.8 38.8 34.2 29.2 23.2
7月 61.8 61.3 60.0 58.0 55.1 51.1 46.2 40.6 33.9 26.8
8月 63.1 63.5 63.1 61.9 59.8 56.9 52.8 47.5 41.2 33.5
9月 49.3 50.5 50.8 50.3 49.1 47.3 44.9 41.7 37.6 32.4
10月 42.7 45.6 47.5 48.3 48.5 47.9 46.7 44.8 42.1 38.4
11月 38.0 42.8 46.2 48.3 49.4 49.8 49.4 48.4 46.6 43.7
12月 34.4 40.8 45.7 48.9 50.8 51.5 51.5 51.1 49.6 47.5

年間平均 51.4 53.8 55.1 55.4 54.8 53.3 51.1 48.0 43.9 38.8

傾斜角
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4.4 再生可能エネルギーの技術導入によるエネルギー消費量の評価事例 

（１）評価対象 

 評価対象は事務所（延床面積：約 10,000 ㎡、RC 造、地上 7 階、地下 0 階）である。地

域は温暖地、準寒冷地、蒸暑地の 3 つとする。図４．４に平面図・断面図、表４．２に断

熱仕様、表４．３に設備仕様を示す。再生可能エネルギーについては地中熱利用設備、太

陽光発電設備を考え、各仕様を表４．４、表４．５に示す。太陽光発電設備は屋上面積の

50%に設置としており、他の設備機器の存在を考慮すると屋上部分ではほぼ上限である。

地中熱利用設備では、地中熱交換井 200 本程度を見込んでおり、地中熱交換井を 3m 間隔

で正方設置すると 1,521m2の土地を必要とする（建築面積とほぼ同じ）。 
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(a)1 階平面図 
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(b)2～7 階平面図 
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(c)屋上平面図 
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(d)断面図 

図４．４ 平面図・断面図 
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表４．２ 断熱仕様 

地域 

外壁仕様 

窓仕様 断熱材厚さ[mm] 

外壁 屋根 

準寒冷地（3 地域） 25 50 複層（空気層 6mm）透明＋透明 8mm 

温暖地（6 地域） 25 50 単層 透明 8mm 

蒸暑地（8 地域） - 25 単層 透明 8mm 

 

表４．３ 設備仕様（標準） 
種

別 地域 仕様 

 
 
 
 
 
 
空

調 

（共通） 熱源機：空冷ヒートポンプチラー ×2 台 
  冷房 COP3.24、暖房 COP3.42 
空調機：吹出温度差 11K 定風量方式 全熱交換器付 
  外気カットあり 

（温暖地） 
 

 冷房能力：450kW、暖房能力：450kW  （1 台能力） 
 一次ポンプ：77m3/h×15m×5.5kW ×2 台 （温度差 5K） 
 二次ポンプ：38m3/h×22m×3.7kW ×2 台 （温度差 7K） 
 全空調機動力合計：86.6kW（14 台） 

（準寒冷地） 
 

 冷房能力：450kW、暖房能力：450kW  （1 台能力） 
 一次ポンプ：77m3/h×15m×5.5kW ×2 台 （温度差 5K） 
 二次ポンプ：34m3/h×22m×3.7kW ×2 台 （温度差 7K） 
 全空調機動力合計：83.1kW（14 台） 

（蒸暑地） 
 

 冷房能力：450kW、暖房能力：450kW  （1 台能力） 
 一次ポンプ：77m3/h×15m×5.5kW ×2 台 （温度差 5K） 
 二次ポンプ：39m3/h×22m×5.5kW ×2 台 （温度差 7K） 
 全空調機動力合計：86.6kW（14 台） 

換

気 
（温暖地） ・個別換気方式 

・各室換気量、換気種別、ダクト全静圧は基準設定仕様に準拠 （準寒冷地） 
（蒸暑地） 

照

明 
（温暖地） ・Hf 照明器具相当 

・各室照度は基準設定仕様に準拠 
・照明制御なし 

（準寒冷地） 
（蒸暑地） 

給

湯 
（温暖地） ・熱源機：都市ガス温水器   効率 0.85 

・加熱能力：212kW 効率 0.85 口径 40mm （準寒冷地） 
（蒸暑地） 

昇

降

機 

（温暖地） ・VVVF 制御方式、回生電力なし 
 （準寒冷地） 

（蒸暑地） 
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表４．４ 地中熱利用設備仕様 
地域 仕様 

（共通） 熱源機：空冷ヒートポンプチラー（空冷 HP） ×1 台 
     冷房 COP3.24、暖房 COP3.42 
    地中熱ヒートポンプチラー（地中熱 HP） ×1 台 
     冷房 COP4.86、暖房 COP6.92 
・二次ポンプは標準（省エネ基準仕様）と同様 
・地盤の熱伝導率：2.0W/(m・K)、固定 
・地中熱交換井：ダブル U チューブ（100m） 
・地中熱交換井の使用ブライン：ナイブライン Z-1（33wt%） 

（温暖地） 
 

空冷 HP   冷房能力：990kW、暖房能力：990kW 
 一次ポンプ：170m3/h×15m×11kW ×2 台 （温度差 5K） 
地中熱 HP 冷房能力：990kW、暖房能力：990kW 
 一次ポンプ：170m3/h×15m×11kW ×2 台 （温度差 5K） 
 地中熱ポンプ：224m3/h×27m×26kW ×1 台 （温度差 5K） 
地中熱交換井：198 本 

（準寒冷地） 
 

空冷 HP   冷房能力：990kW、暖房能力：990kW 
 一次ポンプ：170m3/h×15m×11kW ×2 台 （温度差 5K） 
地中熱 HP 冷房能力：900kW、暖房能力：900kW 
 一次ポンプ ：155m3/h×15m×11kW ×1 台 （温度差 5K） 
 地中熱ポンプ：203m3/h×27m×22kW ×1 台 （温度差 5K） 
地中熱交換井：180 本 

（蒸暑地） 
 

空冷 HP   冷房能力：1,080kW、暖房能力：1,080kW 
 一次ポンプ ：186m3/h×15m×11kW×1 台 （温度差 5K） 
地中熱 HP 冷房能力：1080kW、暖房能力：1080kW 
 一次ポンプ ：186m3/h×15m×11kW ×1 台 （温度差 5K） 
 地中熱ポンプ：244m3/h×27m×26kW ×1 台 （温度差 5K） 
地中熱交換井：215 本 

 

表４．５ 太陽光発電設備仕様 
地域 仕様 

（共通） ・太陽光アレイは建築物の屋上面積の 50％に設置 
・発電能力 40kW 
・太陽光アレイの発電能力：185W/㎡ ※現行メーカー値相当 
・種類：結晶シリコン系 
・発電した電気は全て自己消費 
・パワーコンディショナの定格負荷効率：89.5％ 

（温暖地） 
 

・年間日射量地域区分：A4 地域 480 四日市 
・太陽光アレイの設置：温暖地（6 地区）南面向き、傾斜角 30° 

（準寒冷地） 
 

・年間日射量地域区分：A2 地域 230 大迫 
・太陽光アレイの設置：準寒冷地（3 地区） 南面向き、傾斜角 30° 

（蒸暑地） 
 

・年間日射量地域区分：A4 地域 836 多良間 
・太陽光アレイの設置：蒸暑地（8 地区） ：南面向き、傾斜角 10° 
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図４．５ 熱源システムの月別 1 次エネルギー消費量（標準及び地中熱システム）及

び地中熱利用による 1 次エネルギー消費削減率（標準システムを基準とする） 

 

（２）地中熱利用設備の計算結果 

 地中熱利用設備の導入により熱源システムのエネルギー消費が変化することから、ここ

では設備システムのうち熱源システムの計算結果について述べる。図４．５は、熱源シス

テムについて月別 1 次エネルギー消費量を標準ケースと対比したものである。地中熱利用

の熱源システムの月別 1 次エネルギー消費量は、標準ケース（空冷ヒートポンプチラー）

のそれと比較して 1 年を通して低くなっている。月削減率では 11～44%の効果があり、年

平均削減率は 29%である。 

暖房期、冷房期における温度、空調設備の電力消費及び COPの 10日間データを抽出し、

経時的にそれぞれ図４．６、図４．７に示す。標準システム、地中熱システムともに空調

スケジュールに即して、熱源システムが稼働しており、採熱管内の循環水と外気の温度レ

ベルの相違を反映した電力消費量と熱源 COP の挙動が得られている。 

表４．６は、各地域の熱源システムに関する年間の 1 次エネルギー消費量及び標準ケー

スとの比較による 1 次エネルギー消費量の削減率を一覧したものである。標準ケースにお

ける熱源システムの 1 次エネルギー消費量は、蒸暑地が最も高く 3,860GJ、次いで温暖地

3,175GJ、準寒冷地 2,821GJ となった。地中熱利用設備の導入による 1 次エネルギー消費

削減率は、準寒冷地が最も高く 33%、次いで温暖地 29%、蒸暑地 10%となった。 
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図４．６ 標準システム及び地中熱利用設備の熱源システムの日挙動（2/1～2/10） 
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図４．７ 標準システム及び地中熱利用設備の熱源システムの日挙動（8/1～8/10） 
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図４．８ 月別発電量、設備全体の 1 次エネルギー消費量及び太陽光発電による 1 次

エネルギー消費削減率（標準ケースを基準とする） 

表４．６ 熱源システムの 1 次エネルギー消費量及び地中熱による 1 次エネルギー消費削

減率（標準ケースを基準とする） 

標準ケース
地中熱利用

ケース

準寒冷地 2,821 1,886 33.13

温暖地 3,175 2,245 29.30

蒸暑地 3,860 3,459 10.37

年間1次エネルギー消費量
[GJ]

年間1次エネ
ルギー消費
削減率[%]

地域

 

 

（３）太陽光発電設備の計算結果 

太陽光発電設備の導入による電力消費量の軽減について述べる。太陽光発電設備の月別

発電量及び発電量の差し引きによる設備システム全体の月別 1 次エネルギー消費削減率を

図４．８に示す。太陽光発電による 1 次エネルギー消費量は、標準ケースのそれと比較し

て月削減率では 3～5%の効果があり、年平均削減率は 3%である。今回のケースは 7 層の

建築物を対象にしており、建築物全体では屋上面敷設の太陽光の効果は限定的となる。 

暖房期、冷房期における外気温、日射量、各設備の電力消費及び太陽光発電量の 10 日

間データを抽出し、経時的にそれぞれに図４．９、図４．１０に示す。熱源、換気、照明、

昇降機等の設備がスケジュールに即して稼働し、天候状況を反映して発電量の日挙動が見

られる。 
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図４．９ 標準システム及び太陽光発電設備の電力量の日挙動（2/1～2/10） 
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図４．１０ 標準システム及び太陽光発電設備の電力量の日挙動（8/1～8/10） 
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表４．７は、各地域の設備全体の年間の 1 次エネルギー消費量及び太陽光発電分を差し

引いたケースとの比較による 1 次エネルギー消費量の削減率を一覧したものである。標準

ケースにおける設備全体の 1 次エネルギー消費量は、蒸暑地が最も高く 12,039GJ、次い

で温暖地 11,289GJ、準寒冷地 10,831GJ となった。太陽光発電設備の導入による 1 次エ

ネルギー消費削減率は、各地域概ね 3%であった。 

 

表４．７ 設備全体の 1 次エネルギー消費量及び太陽光発電設備による 1 次エネルギー消

費削減率（標準ケースを基準とする） 

標準ケース
太陽光利用

ケース
準寒冷地 10,831 10,511 2.95
温暖地 11,289 10,915 3.31
蒸暑地 12,039 11,691 2.90

地域

年間1次エネルギー消費量
[GJ]

年間1次エネ
ルギー消費
削減率[%]

 

 

（４）再生可能エネルギーの導入効果 

 各地域の年間の 1 次エネルギー消費量を基に、標準ケースとの比較による 1 次エネルギ

ー消費量の削減率を図４．１１に示す。地中熱利用設備による 1 次エネルギー消費削減率

は準寒冷地、温暖地で 8%台であるのに対して蒸暑地では 3%と半分以下である。太陽光発

電設備による 1 次エネルギー消費削減率は 3 地域であまり変わらず、概ね 3％であった。

地中熱と太陽光を組み合わせた場合、1 次エネルギー消費削減率は 6～12％となった。以

上より、再生可能エネルギーの導入効果を定量化することができた。 
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図４．１１ 再生可能エネルギーの導入効果（地中熱、太陽光の場合） 
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4.5 まとめ 

建築物が利用対象とする再生可能エネルギーとして、地中熱、太陽光を取り上げ、これ

らの評価技術に関する検討を通じて以下の結果を得た。 

１）地中熱利用に関しては、地盤の熱応答モデル及び地中熱ヒートポンプの特性を考慮し

て、採熱管からの戻り水温を動的に予測し、建築物のエネルギーシステム計算に反映す

ることで、1 次エネルギー消費量を算定する手法を開発した。 

２）太陽光発電に関しては、パネル面の傾斜を考慮して日射強度から発電量を、日射量年

変動、経時変化補正、アレイ負荷・回路補正、インバータ回路補正等の影響を加味した

総合設計係数から見積もり、建築物のエネルギーシステム計算に反映することで、1 次

エネルギー消費量を算定する手法を開発した。 

３）モデル建物（用途：事務所、床面積：約 1 万 m2）に開発手法を適用し、温暖地、準

寒冷地、暑熱地の 3 地域に地中熱、太陽光の利用設備を導入した場合の試算を行い、両

方の設備導入による 1 次エネルギー消費削減率は、6～12%であることを示した。 
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第５章 総括 

 

本研究は、住宅を含む建築物において、太陽光、地中熱等の再生可能エネルギーの導入

による省エネルギー効果の評価技術を開発することを目的として、再生可能エネルギーの

事例調査、地中熱利用の実証実験を行い、再生可能エネルギーの評価技術の開発に取り組

んだものである。本研究で得られた成果について以下に述べる。 

 

（１） 再生可能エネルギー事例調査 

 国内外で再生可能エネルギーが先進的に導入されている 19 の事例調査より、建築物の

敷地内で得られる太陽光、地中熱を利用したものが数多く見られ、全体的には再生可能エ

ネルギーを建築物で利用する技術は実用段階に入っていることが示された。太陽光発電に

ついては効率・性能の表示に関する標準化が着実に進められており、コストについても太

陽光発電の減価償却年数が 7～11 年と手頃な価格設定であることが分かった。一方、地中

熱利用設備は初期コストの影響が大きく、掘削工事の合理化など経費削減の工夫が今後求

められる。 

 

（２） 地中熱利用の実証実験 

 地中熱利用に関しては、地中温度の挙動やヒートポンプの稼働時のエネルギー効率など

が不明なため、実際に地中埋設管 50m を設置し、地中熱ヒートポンプと空気熱ヒートポン

プによる建築物の空調を行う実証実験を実施した。その結果、冬季の暖房に要する電力消

費量は地中熱室の方が空気熱室より低く、電力消費削減率で見ると 3.6～21.9%であること、

熱源温度が有利な地中熱システムの場合、システム COP が、空気熱源に比べて 0.3～0.8

向上すること、地中熱の場合、デフロスト運転が不要であるため安定した室内環境を達成

することが取得データから示された。 

 

（３）再生可能エネルギーの評価技術 

 地域、気象データ、建築物の仕様、室使用条件から、建築物の空調、照明、給湯、換気、

昇降機のエネルギー消費量を算定する一連の流れ（既往）において、新たに、太陽光発電

設備、地中熱利用設備を追加することにより、太陽光、地中熱などの再生可能エネルギー

を建築物に導入した場合の 1 次エネルギー消費量の評価技術を開発した。さらに、開発し

た評価技術をモデル建物（用途：事務所、床面積：約 1 万 m2）に適用し、温暖地、準寒

冷地、暑熱地の 3 地域に地中熱、太陽光の利用設備を導入した場合の試算を行った結果、

両方の設備導入による 1 次エネルギー消費削減率は、6～12%であることを示した。 
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今後の課題として以下の事項が考えられる。 

・評価技術の省エネルギー基準への反映 

・地中熱利用効率への地下水流動の影響分析 

・多様な地中熱利用システムへの対応（例えば、杭利用方式、水平埋設方式など） 
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２５）Australia: Olympics Village, Sydney, IEA-PVPS-Task 10: Community-scale PV: real 

examples of PV based housing and public developments 

http://www.pvdatabase.org/pdf/OlympicsVillage.pdf (2016 年 11 月 2 日閲覧) 

２６）JIS C8907: 2005（太陽光発電システムの発電電力量推定方法） 

２７）JIS C8905: 1993（独立形太陽光発電システム通則） 

２８）JIS C8906: 2000（太陽光発電システム運転特性の測定方法） 

２９）JIS C8953: 2006（結晶系太陽電池アレイ出力のオンサイト測定方法） 

http://www.city.chichibu.lg.jp/1480.html
http://www.geohpaj.org/wp/wp-content/uploads/20120229_4.pdf%20(2016
http://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-150/workon/prize/prize10.html
http://cger.no/doc/02-EGEC%20bergen%20020915%20%5bCompatibility%20Mode%5d.pdf
http://www.pvdatabase.org/pdf/Sol300.pdf
http://www.heerhugowaardstadvandezon.nl/Stad+van+de+Zon/default.aspx
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３０）JIS C8961: 2008（太陽光発電用パワーコンディショナの効率測定方法） 

３１）JIS C8971: 1993（太陽光発電用鉛蓄電池の残存容量測定方法） 

３２）JIS C8960: 2012（太陽光発電用語） 

３３）JIS C8972: 1997（太陽光発電用長時間率鉛蓄電池の試験方法） 

３４）太陽光発電協会：太陽光発電協会 表示ガイドライン（平成 28 年度）

http://www.jpea.gr.jp/pdf/t16072201.pdf (2016 年 11 月 2 日閲覧) 

３５）国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修：国土交通省建築設備設計基準、p. 131、

2006.9 

３６）国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課：官庁施設における 地中熱利用システム導

入ガイドライン(案)、2013.10 

３７）NPO 法人地中熱利用促進協会 編：一定加熱･温水循環方式熱応答試験（TRT）技術書

（案） Ver. 3.2(公開)、2016.2 

http://www.geohpaj.org/wp/wp-content/uploads/trt_draft_v3_2.pdf  (2016 年 11 月 2 日閲

覧) 

３８）同上 

３９）JIS B 8615-2:1999 (エアコンディショナ) 

４０）例えば、Milly, P.C.D.: Moisture and heat transport in hysteretic, inhomogeneous porous 

media: a matric head-based formulation and a numerical model, Water Resour. Res, 18, pp. 

489-498, 1982 

４１）例えば、Ronald N. Horne: Modern well test analysis second Edition, 1995 

４２）監修国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研究所：平成 25 年省エネル

ギー基準に準拠した算定・判断の方法及び解説Ⅰ非住宅建築物、2013.5 
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論文集、pp. 21-24、2014.9 
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